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中期計画 年度計画
法人の自己評価 評価委員会の評価

評点 計画の進捗状況等 評点 特記事項

第４ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）質の高い体系的な教育課程の編成

（中期目標）大学の理念・目標を実現するため、教養教育と学部専門教育の密接な連携といっそうの充実を計り、確かな基礎学力の上に質の高い体系的な教育

課程を編成する。さらにはユニークな学科構成を有効に活用した教育課程の充実を図る。

① 教養科目と専門教育科目が

連携した履修モデル（コア科

目）を整備し、基本理念の実現

に直結するカリキュラムマッ

プを作成する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・前年度に実施された外部評価にお

いて指摘された諸点を踏まえて改

訂されたカリキュラムマップ及び

カリキュラムツリーを理念型とし

て、教養教育科目と専門教育科目の

連結、ならびにコース間の連携を実

践していく。非常勤講師を含めた担

当教員に、自らの担当科目と他教員

担当科目の相関を意識するよう促

すとともに、自科目が学生の目から

見てどの位置にあるかを考慮する

ように促す。

3 ≪経済情報学科≫

・自らの担当科目と他教員担当科目の相関

を意識するよう促すとともに、自科目が

学生の目から見てどの位置にあるかを考

慮するように、毎年の教授会で周知する

こととした。令和 5 年 4 月教授会で説明

した。

・カリキュラムマップ及びカリキュラムツ

リーが令和 4 年度入学生のカリキュラム

に準拠したものであった。令和 5 年度入

学生向け、令和 6 年度入学生向けのカリ

キュラムマップ及びカリキュラムツリー

を作成した。

3

≪日本文学科≫ 3 ≪日本文学科≫ 3
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・令和 4 年度新訂カリキュラムマップ

及びカリキュラムツリーの周知を

更に進め、学修ポートフォリオ運用

における自己分析ができる環境を

整える。また、各専門と周辺領域と

を連携する総合学修の機会につい

ても検討する。

・研究の多様性を明確にし、それを基盤と

する文芸創作との関連についても体系化

したことで、自己分析に基づく学修管理

システムを提供することができた。

≪美術学科≫

・令和 4 年度に作成した新しいカリ

キュラムマップ及びカリキュラム

ツリーを年度始めのガイダンス等

で周知する。また、学生の履修指導

等、面談の場において活用する。

3 ≪美術学科≫

・新しいカリキュラムマップ及びカリキュ

ラムツリーについて、年度始めのガイダ

ンスにて教務委員より説明し、その後の

チューター教員による履修指導や面談の

場においても随時活用した。

3

イ 教養教育

【教養教育センター運営委員会】

・デジタル化社会の基礎知識を身に

付けさせる科目として新設される

「数理・データサイエンス・AI 入

門」によって、デジタル化社会の基

礎知識を学生に身に着ける機会を

与える。その際、受講者の数と傾向

を把握し、適切な運営ができるよう

にクラス分け等を調整する。

3 【教養教育センター運営委員会】

・自然科学科目「数理・データサイエンス・

AI 入門」を新設した。当初の 4 クラス編

成では各クラスの学生が少なく、また学

生数の偏りがあり、授業進行に支障が生

じるという観点から、2 クラス編成とし

た。

3 デジタル化社会の基礎知識を

身に付ける機会を与えるた

め、自然科学科目「数理・デ

ータサイエンス・AI 入門」を

新設したことは評価できる。

履修者の増加に向けて今後努

力をしていただきたい。
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【教務委員会】

・平常時対面で行う TOEIC Bridge テ

ストを継続的に行い、データの蓄積

を行う。

4 【教務委員会】

・1年生を対象とした TOEIC Bridge テスト

について、4 月は対面で行ったが、2 月は

昨年に引き続きオンラインで実施した。

データ収集は継続して行っており、「総合

英語Ⅰ」のクラス分けや TOEIC 受験への

動機付けに役立てた。また、次年度からは

入学直後の 4 月初旬に対面で行っていた

ものを、入学前にオンラインで受験して

もらうことにした。これにより、年度始め

の臨時時間割の日程を短くすることがで

き、「総合英語 I」のクラス分けも時間割

登録前に終わらせる予定である。

新規授業科目の追加や既存科目の廃止

等、カリキュラムの変更を受け、カリキ

ュラムマップ、カリキュラムツリー、科

目ナンバリングについて更新を行った。

4 TOEIC Bridge テストを継続

し、データ収集によりクラス

分けや TOEIC 受験への動機付

けに役立てたことは評価でき

る。

また、入学後対面で実施して

いたテストを入学前のオンラ

イン受験に変更することによ

り、臨時時間割日程の短縮等

が図れたことは評価できる。

② 学士課程及び大学院課程の

提供科目にナンバリングを導

入し、より体系的な教育を展

開する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・中期計画の主たる対象であった学

士課程のナンバリングコードの付

与はすでに実施済みである。修士

課程についても前年度中に段取り

が整えられたため、中期計画は完

遂されたといえる。なお、カリキュ

3 ≪経済情報学科≫

・自らの担当科目と他教員担当科目の相関

を意識するよう促すとともに、自科目が

学生の目から見てどの位置にあるかを考

慮するように、毎年の教授会で周知する

こととした。令和 5 年 4 月教授会で説明

した。

3 教授会での周知に留まらず、

科目間の連携を意識した教育

内容への取組みに努めていた

だきたい。
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ラムマップにもナンバリングコー

ドが掲載され、科目相互の関係性

や各科目が位置する階層がひと目

で認知可能な状況にある。今後は、

それらを手引きとして中期計画に

ある「体系的な教育」を実地に移せ

るよう、各担当教員に対し、科目間

の連携を意識した教育内容を組み

込むよう呼びかけていく。

≪日本文学科≫

・学士課程・大学院課程に設定したナ

ンバリングコードは、年度始めの学

年ガイダンスであらためて周知し、

チューターグループでの履修指導

に活用する。改訂されたカリキュラ

ムマップとツリーによって、カリキ

ュラムの体系性と学びのプロセス

を意識した履修指導を行う。

2 ≪日本文学科≫

・年度始めのガイダンスで科目ナンバリン

グのシステムについての説明と活用法は

説明できたが、実効性のある活用という

状況をつくるには課題が残る。カリキュ

ラムマップ及びカリキュラムツリーの説

明も限られたガイダンスの場だけでは浸

透・定着には遠いと判断された。

2 課題の解決、及びカリキュラ

ムマップ及びカリキュラムツ

リーの浸透・定着に資する具

体的な対策を講じていただき

たい。

≪美術学科≫

・科目ナンバリングを盛り込んだカ

リキュラムマップ及びカリキュラ

ムツリーの周知と活用に努める。ま

た、科目ナンバリングの更なる活用

方策について検討する。

3 ≪美術学科≫

・新しいカリキュラムマップ及びカリキュ

ラムツリーについては、年度始めに学生

に周知するとともに、履修指導や面談に

おいても随時活用している。また、科目ナ

ンバリングの更なる活用に関しては、10

月 19 日開催の学科会議において審議し、

3
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次年度より学生指導の際に、利用方法等

について指導することが決まった。

イ 教養教育

【教養教育センター運営委員会】

・令和4年度で科目ナンバリングが確

定したので、今後の状況を注視し問

題点があれば改善する。

3 【教養教育センター運営委員会】

・全ての教養教育科目の科目ナンバリング

が完成し、教養教育科目の全体像と各科

目の位置付けを明確に示すことができる

ようになった。

3 全ての教養教育科目の科目ナ

ンバリングを完成させ、教養

教育科目の全体像と各科目の

位置付けを明確にしたことは

評価できる。

③ 基礎的学力の修得とともに

論理的思考力、判断力、表現力

を高める教育手法を充実させ

る。また、プレゼンテーション

やフィールドワークを重視し

た、アクティブ・ラーニングを

全学的に実施する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・学力三要素（1 知識・技能 2思考力・

判断力・表現力 3 主体性）を総合的

に発揮する場として、演習系科目の

内容充実に注力する。特に、教育と

研究の一体化を開講理念とする「特

別演習」を積極的に活用し、これに

留学を組み合わせることで、学力三

要素の充実とアクティブ・ラーニン

グの実践に繋げる。具体的には、英

公立ヨーク大学への短期留学を推

進する（特別演習 V・VI）。また、長

期留学制度を活用する意欲と能力

のある学生の発掘にも取り組む。令

和 4年度は 1 人、また令和 5 年度も

1人が、ベトナム貿易大学（FTU）に

3 ≪経済情報学科≫

・長期留学については、学部 4 年生 1 人が

国立嘉義大学応用経済学科に編入学し

た。本学が国立嘉義大学に初めて送り出

したダブルディグリー学生である。FTU へ

の留学者は無事に一年間の学修を終えて

帰国した（次年度に続く者は現れなかっ

た）。また英ヨーク大学への短期留学者派

遣については、最少催行人数の 10 人を満

たすことができなかったため断念した。

英国の大学では、二学期制への移行に伴

い夏季休暇終了時点が前倒しになったた

め、十分な留学生受け入れ期間を設ける

ことが難しくなっている。同時に費用面

での高騰も予想される。今後の英ヨーク

大との交流については再検討を要する。

3 留学先の二学期制や費用高騰

等課題はあるが、留学へのメ

リットを周知し、意欲と能力

のある学生の発掘に取り組ん

でいただきたい。
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1 年間の語学等留学を行っている。

長短問わず現地留学に向けた流れ

を止めないよう、魅力の発信に努め

る。

≪日本文学科≫

・各授業における学修目標と育成す

べき能力の 3 分野との関係を明示

したカリキュラムマップとシラバ

スを授業展開に活用する。特に、

「思考力、判断力、表現力」「主体

性」の養成にかかわる科目の、具体

的な方法と評価についてデータを

蓄積し、ファカルティ・ディベロッ

プメント活動としての検証を行

う。

3 ≪日本文学科≫

・各授業が、知識技能面に偏らない、特に、

主体性協働性の育成にかかわる側面を意

識した展開をすることについては徐々に

成果が出でつつあると思われる。FD にお

ける相互授業観察等も効果的に機能し検

証が行われた。

3

≪美術学科≫

・学生のプレゼンテーションと学修

ポートフォリオの連動のあり方を

検討し、学修ポートフォリオを実

質的に活用する方策を案出する。

3 ≪美術学科≫

・試験運用のため、実際に 3 コース共通の

学修ポートフォリオのフォーマットを作

成した。美術学科の実情に沿った図版付

きのものとした。3 年次において、3 コー

スで試験的に学修ポートフォリオを活用

した。日本画コースは、人物制作、油画

は進級制作、デザインは地域プレゼンテ

ーション課題において、学生の学びに大

きな効果を得られた。

3 学修ポートフォリオを活用

し、学生の学びに大きな効果

が得られたことは評価でき

る。
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イ 教養教育

【教養教育センター運営委員会】

・令和 5年度より新たに、「文化財学」

と「美術解剖学」がアクティブ・ラ

ーニング科目として認定されるの

で、その授業成果について検証す

る。

3 【教養教育センター運営委員会】

・「文化財学」では、担当教員の指示に基づ

く事前学習としてのリサーチ、尾道市内

での構成文化財等の視察、持光寺所蔵の

文化財の視察等のフィールドワークを実

施しており、アクティブ・ラーニング科

目として成果をあげていると考えられ

る。

3

④ 教学データの蓄積と分析を

有効に行い、要対応学生を早

期に把握し、リメディアル教

育や少人数教育による個別指

導の充実を図る。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・「リメディアル数学」及び「基礎数

学Ⅰ(再履修クラス）」導入の効果

検証を継続する。学業成績面での

要対応学生については、年度始め

の学科会議において全教員で情報

を共有する。可能であれば、前期の

学業成績をもとに後期初めにも情

報共有の機会を設ける。

4 ≪経済情報学科≫

・「リメディアル数学」の受講について、4月

の新入生オリエンテーションで強く呼び

かけた。前年度と同程度の 29 人の履修が

あった。

「リメディアル数学」履修者 29 人のう

ち、基礎数学 1 の合格者は 22 人である。

「リメディアル数学」を受講することに

よって、高校数学における未履修分野を

補うことができ、大学数学の基礎に取り

組むことができるようになっていると考

えられる。

・新たな試みとして、「リメディアル数学」

の受講対象者が多数含まれる推薦入試の

4 新たな試みとして「リメディ

アル数学」の受講対象者が多

い推薦入試の合格者向けの入

学前課題の改訂や、成績不良

者の早期把握と情報共有に努

めたことは評価できる。
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合格者向けの入学前課題を改訂した。

・成績不良者については 4 月 20 日の教授会

にて学生名と成績のリストを提示し、情

報共有を図った。

≪日本文学科≫

・対応の必要な学生の把握について、

医務室・カウンセラー・事務局員・

学科教員が連携した支援と指導を

継続する。「おのだいぴあサポ」の

活動へ連携・誘導する形でケア事

業を継続する。

4 ≪日本文学科≫

・前期・後期の第 5 週に、各チューター教

員がチューター学生の出席状況をポータ

ルサイトで確認し、必要に応じて面談や、

医務室との連携を行った。また、毎月、学

科会議では、気になる学生の情報を共有

した。「おのだいぴあサポ」の活動を通し

た学修ケア事業も継続して行った。

4 ポータルサイトでの出席状況

の確認や学科会議での情報共

有により、要対応の学生を把

握し、医務室等と連携した支

援等を継続していることは評

価できる。

≪美術学科≫

・引き続き、要対応学生の早期発見、

コース及び学科での情報共有に努

め、関係部署間の連携を密に取る

体制を堅持して、当該学生への適

切な対応にあたる。また、定期的な

面談・ミーティング、指導に際して

は、学生の作品ファイル、学修ポー

トフォリオ等を活用し、個々の学

生にとって必要な指導を行う。

3 ≪美術学科≫

・医務室や障害学生支援委員会と各コー

ス、授業担当教員で緊密に連携をとるこ

とで、必要な指導を行う体制が整ってい

る。また、実技教員や授業担当教員が、普

段の様子からニーズを把握して支援につ

なげる例もあった（学科 2 人、大学院 1

人）。チューター教員が単独で対応するの

ではなく、コース内等で教員同士が連携

を取り合い、情報共有をしている。

3 継続的に日頃の学生の様子を

把握し、教員間で連携をとり

支援に繋げていただきたい。

イ 教養教育

【教務委員会】 4 【教務委員会】 4 「スマホ出席」導入による出
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・引き続き厳密な出欠管理について、

各学科教務委員を通じて授業担当

教員へ出欠登録を行うよう周知す

る。

・出欠管理について、授業出欠は学生の状

況を把握するために重要なデータである

ため、授業終了後できるだけ速やかにポ

ータルサイトに登録をするよう全教員に

依頼し、登録に関するマニュアルを配付

した（4/28 ポータルサイト配信）。後期か

ら学務システムが新しくなったことに伴

い、学生自らのスマートフォンを利用し

て出席登録を行う「スマホ出席」が導入さ

れた。これまでの学生証とカードリーダ

ーを利用した出席登録よりも、短時間で

出席登録が行えるようになったが、うま

くアプリが起動しない等システムの不具

合が多く発生したため、「スマホ出席トラ

ブル対応マニュアル」を作成し配付した。

また、「スマホ出席」導入後も従来のよう

な出席登録だけを行い途中で退出すると

いった不正は起こり得るため、二重の出

席確認を行う等の不正防止策をとること

をお願いした（12/8 ポータルサイト配

信）。出欠登録の徹底により、学生の登校

状況が可視化され、医務室との連携によ

り問題を抱えた学生の早期発見につなが

った。

欠登録の徹底により学生の登

校状況を可視化し、要対応者

の早期発見に繋げたことは評

価できる。

（２） 幅広い視野と豊かな人間性をもち、国際的に通用する人材の育成
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（中期目標）教養教育、国際交流事業等により、幅広い視野と豊かな人間性を涵養し、外国語でのコミュニケーション能力を身につけた国際的に通用するグロ

ーバル人材を育成する。

① 社会科学と人文、芸術系を

幅広く学ぶ本学独自の教養科

目を充実させる。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・前年度と同様、感染状況をみなが

ら、地域活動を重視した教養教育

科目の履修を推奨するとともに、

教養科目においても、学生が主体

的に学ぶことのできるアクティ

ブ・ラーニングの要素を採り入れ

るように努める。

2 ≪経済情報学科≫

・今年度は、教養教育科目の「尾道学入門」

等において、学生の主体的な学びを促す

ように、担当教員に対して、課題の設定を

依頼した。また、課題に対して理解を深め

ている学生の回答を次回の講義で紹介す

ることによって、学生の能動的な学びを

促した。更に、尾道を研究フィールドとし

た三学科連携の研究会やフィールドワー

クを開催し、学生、教員ともに学べる機会

を提供した。

3 課題の設定や学生の能動的な

学びの促し、三学科連携の研

究会やフィールドワークの開

催など、ともに学べる機会を

提供しており、３と評価する。

≪美術学科≫

・全学的な方向性を見定めながら、美

術学科の学生にとって有用な教養

教育科目（案）を検討する。

3 ≪美術学科≫

・2 月学科会議で、有用な教養教育科目案

を検討するとともに、実現に向けて課題

や検討事項を整理した。

3

イ 教養教育

【教養教育センター運営委員会】

・令和 4 年度に新設された「Topics 

in Language, Culture, and 

Society」の評価の方法・基準につ

いて検証する。また、新設される

「数理・データサイエンス・AI 入

3 【教養教育センター運営委員会】

・「Topics in Language, Culture, and 

Society」（オムニバス科目）については、

評価の方法･基準を検証した結果、成績の

適正化のため各教員の評価点（Aー（マイ

ナス）と Bの数値）を調整した。「数理・

3 科目の新設により、最先端の

技術への理解を深められたこ

とは評価できる。
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門」によって、学生の情報関係の知

識・スキルが高まるかを検証する。

データサイエンス・AI 入門」の新設によ

って学生は、データの活用や人工知能の

社会への応用事例を学修し、知識を高め

ることができた。また、生成 AI の仕組み

についても学び、最先端の技術への理解

を深めることができた。

【教務委員会】

・引き続き教養教育科目における科

目の廃止や新設等カリキュラムの

検討を行う。

3 【教務委員会】

・教養教育科目の充実のために、教養教育

センター運営委員会からの提案の内容に

ついて妥当性の検証を行った。

文部科学省の「数理・データサイエンス・

ＡＩ教育プログラム認定制度（リテラシ

ーレベル）」に関わる講義「数理・データ

サイエンス・AI 入門」を開講した。当初、

4 クラス開講予定であったが受講者が少

なかったことから 2 クラスに統合した。

「メディア論」と「文化社会学」について、

「文化社会学」が「メディア論」を下地と

した内容となっていることから、開講学

期を入れ替えた。また、両科目ともグルー

プワークや発表等のアクティブ・ラーニ

ング的要素を多く含んだ授業形態である

ため、履修者数の上限を設けることとし

た。

3 教養教育科目の妥当性を検証

し、新設科目の開講や開講学

期の入替を行うなどの教養教

育科目の充実を図ったことは

評価できる。

履修化の拡大に努力していた

だきたい。

② 海外留学等のプログラムの ア 学部・学科
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充実・促進を図るとともに、地

域の歴史や文化への理解を深

める中で、国際社会と積極的

にかかわることが出来る人材

を育成するプログラムを開発

する。

≪経済情報学科≫

・令和 4 年度において特別演習 V と

VI をそれぞれクラス分割した。2ク

ラス中の 1 クラスは「メディア授

業」、もう 1 クラスは対面授業とな

っている。これにより、海外大学が

主催する現地留学プログラムとオ

ンライン留学プログラムのいずれ

もが特別演習 V と VI に対応するか

たちになった。オンライン留学を正

規課程に組み込んだことで、費用面

や時間的都合の点から逡巡しがち

な学生にも留学の機会を提供でき、

より多くの学生に国際社会と関わ

るメリットを伝えることが可能に

なる。つねに対面とオンラインの両

建てで開講されるとは限らないが、

一方だけでもより多くの学生が参

加できるよう、情報発信と支援に努

めていく。令和 4年度末に英ヨーク

大学オーダーメイド型対面プログ

ラムにつき先方より打診があった

ため、令和 5年度においてはその完

遂を目指して準備を進めたい。

2 ≪経済情報学科≫

・英ヨーク大が開講するオーダーメイド型

対面プログラムには、美術学科学生を含

めて計 7 人の参加希望者が現れたが、最

少催行人数の 10 人に達しなかった。そこ

でヨーク大と交渉し、日本の他大学が派

遣する学生たちとの合同受講実現の一歩

手前まで漕ぎ着けたものの、最終的に先

方の都合で破談となった。英国大学が今

年度より二学期制に移行した結果、日本

の諸大学にとって都合のよい留学期間が

極めて短期に限られ、需要集中の結果、

宿舎の確保が困難となったことが背景事

情として挙げられる（同時に費用高騰も

避けられなくなった）。よって今後は、ヨ

ーク大がコロナ禍の最中に始めたオンラ

イン短期研修プログラムを開催し続ける

かぎりにおいて、メディア授業としての

特別演習Ⅴ・Ⅵの特性を活かした参加希

望を募る、あるいは、対面開催可能な別

のプログラムを開講可能な他の協定校に

重心を移す、等の、別の方策を検討する

必要がある。

他方、国立嘉義大学応用経済学科との間

で結んだダブルディグリー協定を改定

2 オンライン短期研修プログラ

ムの継続も含め、他協定校で

の実施について方策を検討

し、留学への意欲を高めるよ

う努力していただきたい。

国立嘉義大学応用経済学科と

のダブルディグリー協定を改

定し、本学学生が留学先で学

位を取得できる新たなプログ

ラムをスタートさせたことは

評価できる。
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し、本学学生が先方で学位を取得できる

新たなプログラムをスタートさせたこ

とは、当初計画にはなかったものの、結

果的に見て大きな成果である。

≪日本文学科≫

・引き続き、留学生が履修する授業の

中で母国語や文化を紹介する機会

を作り、相互の異文化理解を更に

進めていく。また、令和 5 年度は、

この 3 年実施が難しかった尾道の

街歩き企画「おのみち文化スタデ

ィ」を実施すること等を通して、外

国人留学生と日本人学生との交流

機会を増やし、自由に意見し・討論

できるような環境作りに努める。

4 ≪日本文学科≫

・令和 5 年度には、過去 3 年間実施が難し

かった新入生導入教育プログラムの「お

のみち文化スタディ」の対面実施を再開

した。この街歩き企画を通じて、外国人

留学生と日本人学生の間で交流の機会を

創出し、異文化理解を深める取組みを行

った。更に、演習形式の授業や卒論ゼミ

内で、留学生と日本人学生が自由に意見

交換や討論を行える環境を整え、相互理

解の促進に努めた。

3 街歩き企画を通じて、外国人

留学生と日本人学生の間で交

流の機会を創出し、異文化理

解を深める取組みを行ったこ

とは評価できるが、更なる環

境作りに努めていただきた

い。

≪美術学科≫

・引き続き、地域の環境を活用した教

育プログラムについて、より一層

の内容の充実を図る。

3 ≪美術学科≫

・コロナ禍の制限が明けたことを受け、地

域環境を活用したプログラムをこれまで

以上に積極的に実施した。日本画コース

においては近隣地域へのスケッチや展覧

会見学、油画コースでは近隣の環境を活

用したスケッチやフィールド演習、大学

美術館での進級制作展（3 年生対象）を行

った。デザインコースでは地域プレゼン

テーション課題等のプログラムの内容充

3 フィールド演習やプレゼンテ

ーション課題等の地域環境を

活用したプログラムを積極的

に実施するとともに、近隣企

業と授業における継続的な連

携を開始したことは評価でき

る。
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実（大学美術館での展示、しまなみ交流

館大ホールを使用しての発表会の再開）

を図ったほか、近隣企業（府中のふたば

かぐ）との授業における継続的な連携を

開始した。

イ 教養教育

【教養教育センター運営委員会】

・協定校等で実施されている留学プ

ログラムについて詳しく情報収集

を行い、在学生に対して積極的な

ガイダンスを行う予定である。夏

季のプログラムについても、新年

度からは新型コロナウイルス感染

症等の影響を考慮する必要がない

と思われるので、積極的に実施ス

ケジュールを調整していく。また、

本学留学生と本学学生・地域住民・

尾道市民との関係を深め、互いの

文化を知り尊重する機会を設ける

ことに注力する。

3 【教養教育センター運営委員会】

・教養教育科目での留学プログラムは「海

外語学実践Ⅰ・Ⅱ」であるが、国際交流

センターが中心となって積極的なガイダ

ンスがなされた。なお、これらの科目は

英語重点トラックの科目群に組み込まれ

ており、この方面からも広報している。

夏季研修の説明会には 14 人が参加し、台

湾の開南大学の夏季プログラムへ 1 人の

学生が参加した。また、春季研修の説明

会は夏季研修の報告会と併せて開催し

た。8 人の学生が参加し、1 人の学生がア

メリカのポートランド州立大学の春季プ

ログラムに参加した。

3 国際交流センターを中心とし

た積極的なガイダンスによ

り、協定校等の留学プログラ

ムへの学生の参加に繋げたこ

とは評価できる。

【地域総合センター】

・「尾道学入門」の講義を通じ地域学

の知識を幅広く修得できるよう更

なる内容の充実を図る。令和 5 年

度は、新たな外部講師に講義を依

4 【地域総合センター】

・「尾道学入門」では、履修者は 293 人で、

近年増加傾向にある。学生の理解をより

深めるため、令和 4 年度、令和 5 年度は、

これまで分野ごとにばらけていた講義内

4 「尾道学入門」をテーマごと

にまとめた形で講義を再構成

し、学生の理解を深めたこと

は評価できる。
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頼し、尾道の経済や文化問題につ

いて学生が学び、考える場を設け

る予定である。授業形態は対面開

催予定であるが、資料提示や課題

提出方法について、オンラインツ

ールを利用する等、より効果的な

学修方法の実施に努める。

容を、経済、空き家再生、美術、文学等、

テーマごとにまとめた形で講義を再構成

した。また、令和 5 年度は、コロナ禍に

て実施が途絶えていた市民参加を再開し

た。結果、外部講師の講義回には、多くの

方の参加があった。

ウ 国際交流

【国際交流センター】

・引き続き協定校等で実施される留

学プログラムの情報収集及び学生

への案内を行う。

夏季受け入れプログラムについて

新型コロナウイルス感染症等の状

況を見つつ実施のためのスケジュ

ール調整を進める。

また、本学留学生と地域住民・団体

の方々との異文化交流の促進に努

める。

3 【国際交流センター】

・海外協定校への夏季短期留学プログラム

説明会には 14 人が出席し、開南大学の研

修に 1 人の学生が参加した。春季短期留

学プログラム説明会は夏季研修の報告会

と併せて開催し、8 人の学生が出席した。

アメリカのポートランド州立大学の研修

に 1人の学生が参加した。

また 12 月に「留学生報告&地域交流会」

を開催した。参加者は留学生を含む本学

学生・教職員・地域団体関係者、約 50 人

であった。科目等履修生を含む 6 人の留

学生が本学での学びに関する総括的な発

表を行い、活発な質疑応答が交わされた

だけでなく、職員が準備したゲームを媒

介にした盛んな交流も展開された。

海外協定校からの夏季短期受け入れプロ

3 夏季短期留学プログラムの積

極的な参加に向けて調整を進

めていただきたい。
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グラムについては 7 月の実施を予定して

いたが、参加希望者は 1 人に止まり、最

少催行人数の 10 人を大幅に下回ったた

め、開催を断念した。

③ 適切な学期制の検討、効果

的な外国語授業の実施等によ

って、国際的に通用する教育

プログラムを実施する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・外国書講読は前期 2 クラスを維持

しつつ、後期クラス数を 3 クラス

から 1 減として前期同様の 2 クラ

スとし、計 4 クラスの運営に改め

る。その上で履修者数の動向を見

極め、過度に少人数化する傾向が

見られるようなら、更なるクラス

数減も視野に入れる。状況次第で

は、翌年度以降に向けて他学科学

生の需要にも応えられるような教

養教育科目への転換を検討する。

3 ≪経済情報学科≫

・外国書講読は前期 2 クラスを維持しつつ、

後期クラス数を 3 クラスから 1 減として

前期同様の 2 クラスとし、計 4 クラスの

運営に改める。その上で履修者数の動向

を見極め、過度に少人数化する傾向が見

られるようなら、更なるクラス数減も視

野に入れる。状況次第では、翌年度以降に

向けて他学科学生の需要にも応えられる

ような教養教育科目への転換を検討す

る。

3

≪美術学科≫

・引き続き、留学生が来日してからの

面談等、コミュニケーションをき

め細やかに取り、個々の希望に即

した授業科目を履修できるよう取

り組む。

3 ≪美術学科≫

・私費外国人留学生（1、3 年生）に対して、

面談等のコミュニケーションをきめ細や

かにとり、当該学生の希望に沿って、履

修登録の指導、また、受講に関するフォ

ローアップをチューター教員が中心とな

って行った。

3

イ 教養教育
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【教養教育センター運営委員会】

・内部質保証の観点から、新設される

「教養教育センター」に基幹教員

を配属し、学位プログラムや教育

課程の編成に関して責任を持って

対応していく。

3 【教養教育センター運営委員会】

・「教養教育センター」は設立したが、教職

関連教員の独自雇用により、他大学と連

携した基幹教員の配属は取りやめた。た

だし、教養教育科目の 6 つの区分につい

て、編成責任者を配置することに決定し

た。

3

④ 教養教育をより充実するた

め、責任ある実施・運営体制を

整備するとともに、教養科目

の見直し、充実に取り組む。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・令和 4 年度には、従来の数学教育強

化の流れを受けて「数学の基礎と歴

史」の開講が始まった。これ以外に

も、複数領域にわたって開講されて

いる教養教育科目の諸特性を引き

出し、本学科学生向けには専門教育

水準への導入の場として、また他学

科学生向けには高い水準の教養を

提供する場としてそれらを位置付

ける。他学科開放科目も同様であ

る。そして需要動向を調査した上

で、可能であれば教養教育科目の新

設も視野に入れる。

3 ≪経済情報学科≫

・教養教育の充実が更に必要か検討を行っ

た。第 2 期中期計画期間中に、経済情報

学科が主導する教養科目として、「民法入

門」、「リメディアル数学」、「数学の基礎と

歴史」を開講した。また、開放科目である

「統計学 1」のクラス数を 1 つ増加させ

た。また、経済情報学科が主導ではない

が、「数理・データサイエンス・AI 入門」

も開講されている。

・現時点では、教養科目の増加の要望は特

に挙げられていない。経済情報学科の専

門教育の導入となる位置付けの教養科目

の新設は、当面行わないこととした。

3
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≪日本文学科≫

・前期「文章表現法」（学術的文章）

と後期「文章表現法」（実用的文章）

に変更したことによる学修成果を

分析した上で、履修人数の変動や

担当者交代制でも適切で効果的な

内容を提供するために授業形態等

を引き続き検討する。

4 ≪日本文学科≫

・「文章表現入門」を「文章表現法」の学術

的文章（リアクションペーパーやレポー

ト）と、実用的文章（通信文や報告書）と

いうジャンルに 2 分化したことによっ

て、オンライン形態を含む文章表現の多

様化に対しても適切な授業内容を提供す

ることができた。

3 「文章表現入門」を 2 分化し

たことにより適切な授業内容

の提供に繋げたことは評価で

きる。今後も効果的な授業内

容の提供を検討していただき

たい。

≪美術学科≫

・引き続き、全学対象の教養教育科目

である「美術表現入門」について、

アクティブ・ラーニングの要素を

持った講義内容を案出し、実施す

る。

3 ≪美術学科≫

・今年度、全学対象の教養教育科目「美術

表現入門」については、全回、対面授業

での開講となったが、その中では、金箔

を用いて素材の特性等を体感するプログ

ラム、「目を観て描く」等の課題で、自ら

が手を動かし、体感することによって学

びを得るアクティブ・ラーニングの要素

を持った講義内容を取り入れたものとし

て実施した。

3

イ 教養教育

【教養教育センター運営委員会】

・英語重点トラックの希望者を増や

すために周知方法を検討する。

3 【教養教育センター運営委員会】

・1 年生必修の「総合英語Ⅰ」（前期）と「総

合英語Ⅱ」（後期）の授業で、英語重点ト

ラックの周知をした。また経済情報学科

では、入学時のオリエンテーションで周

知した。

3
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（３）専門的知識と技能を身につけ、社会に貢献できる人材の育成

（中期目標）高度な専門的知識と技能を持ち、独創的な表現力、高いコミュニケーション能力を育てる教育内容と教育方法を開発し共有することにより、社会

に貢献できる人材を育成する。

① 組織的な教育実施体制を強

化するため、入学から卒業・修

了までの一貫した組織的な教

育・学修支援体制を構築、並び

により厳格で公正な成績評価

の実施など、高度な専門的知

識と技能を持った人材を育成

する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・前期の本学科専門科目（演習は除

く）の全 GPCA 算出を継続し、ガイ

ドラインに照らして歪み等があれ

ば是正を勧告する。特に同一科目

のクラス間で値に大幅な開きがあ

る場合は是正が急務である。なお、

可能であれば後期開講科目につい

ても GPCA を算出し、同様にチェッ

クを行う。また、共著を含めた卒業

論文の質を保証し、更なる水準向

上に繋げるため、複数教員による

チェック体制を継続する。

3 ≪経済情報学科≫

・前年度同様、前期に開講された専門科目

（演習除く）の GPCA を算出した。対象科

目数は 47 である。その結果、GPCA が 3.0

以上の科目は 4.2%（2/47）、1.0 未満の科

目は 4.2%（2/47）となり、2.0 を基準と

した場合に極端な上振れもしくは下振れ

を見せる科目はほぼ皆無である。複数ク

ラス開講科目の GPCA もほぼ一致してい

る。適切な成績評価がなされている。

・卒業論文の相互チェック制度を今年度も

実施した。大半のゼミが卒論合同発表会

に参加するか、提出済み卒論の他教員に

よるチェック体制を組むかの、いずれか

を選択している（その他は中間発表会の

他教員観覧等）。

3

≪日本文学科≫

・ディプロマ・ポリシーから導かれ

たカリキュラム・ポリシーにそっ

て学科教育課程のカリキュラムマ

ップが整理された。これにそって

3 ≪日本文学科≫

・研究発表会、演習・卒業論文等、経過を

含めた総合的な学修活動が評価される場

合でのルーブリックを通した学修者の意

識付け、客観的評価は一定の理解と浸透

3



20

シラバスに明示された各授業の達

成目標、評価基準が確実に実現す

るよう、各授業でも必要に応じた

ルーブリック評価の手法を浸透・

実施、厳格で公正な成績評価を実

現する。

を見せてきていると判断される。評価者

もこれを通した学修目標の明確化と公平

で説明可能な評価基準が意識され実施さ

れつつある。

≪美術学科≫

・学修ポートフォリオを後期、3 年生

を対象として試行し、課題等を分

析し、様式や項目等を改善する。

3 ≪美術学科≫

・学修ポートフォリオを 3 年生を対象に試

行した。その結果、画像を載せることの有

用性が確認された。更に、課題ごとに学修

ポートフォリオが蓄積されることで、教

員が継続的に学生の学修を把握しながら

指導につなげられるとともに、学生が自

らの達成を見直すためにも効果が高いこ

とが実感された。次年度は学年を広げる

方針とした。

3 学修ポートフォリオの試行と

分析を行い、次年度に改善を

行ったことは評価できる。

今後も学修ポートフォリオを

有効活用していただきたい。

イ 教養教育

【教務委員会】

・10 月から導入予定の学修ポートフ

ォリオ機能を使った学修効果の可

視化を目指す。

3 【教務委員会】

・引き続き学期ごとの GPA の変化を確認し

つつ、学生指導に活かしていく。

経済情報学科、日本文学科ではゼミ生の

選択指標に GPA の成績データを利用して

いる。また GPA データをもとに成績評価

の低い学生の保護者への通知等に利用し

4 GPA データを可視化し、ゼミ

生の選択指標や保護者への通

知等に活用していることは評

価できる。
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ている。

ウ 進路指導

【キャリア開発委員会】

・地元企業ガイダンスについては、引

き続き商工会議所と連携の上、よ

り多くの学生に地元企業に対する

認知と理解が得られるよう、時期・

対象・開催方法を再度検討しなが

ら実施する。

・業界研究会については、引き続きオ

ンライン・対面両方での実施を検

討し、就職活動を控えた学生が、幅

広い業界及び企業での情報収集が

できるよう支援を行っていく。

・また、各学生の進路相談等の情報に

ついては、学生自身の希望に配慮

しながら、委員会だけでなく、指導

教員、学生相談室や医務室等と連

携することで、円滑な進路支援に

繋げていく。

3 【キャリア開発委員会】

・尾道商工会議所及び尾道市商工課との連

携事業として、早期から地元企業に対す

る理解を深めることを目的としたランチ

タイム業界研究会を市内企業を含め計 8

回開催した。

・業界研究会については就職活動の早期化

に対応するためにオンラインのものを 2

か月、対面のものを 1 か月前倒しして開

催した。しかしながら学生側の参加状況

が芳しくなく、世情に合わせた開催形態

の検討が必要と思われる。

・各学生の進路情報等については、引き続

き必要に応じて関係部署等との情報共有

を図っている。

3 尾道商工会議所及び尾道市商

工課と連携し、在学期間中の

早期から地元企業に対する理

解を深めるランチタイム業界

研究会を計８回開催したこと

は評価できるが、他の業界研

究会について、学生が参加し

やすい開催方法等の検討を行

っていただきたい。

② 将来目標を意識しながら、

実体験を通じて学ぶインター

ンシップ・プログラムや事前・

事後学習等を、学部・学科の専

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・令和 4 年に改正された三省合意に

よる新たなインターンシップの定

3 ≪経済情報学科≫

・参加企業を前年度の 38 社から 52 社に増

やした。従前の課題解決型プログラムか

3 新たに「三省合意」の取組み

に移行し、産学連携による課

題解決型のインターンシッ
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門教育と繋がった体系的なも

のとする。

義に基づき、学生と企業の双方が

目標を明確にして取り組むインタ

ーンシップ・プログラムを提示し、

お互いの目的を明確にしたプログ

ラムをキャリアサポートセンター

と共同開発し、実施する。令和 6年

度までの 2 年間で、参加企業数を

100 社以上に拡大する。事前学修で

は、自己理解を促す自己分析に重

点を置き、事後学修では、経験学習

モデルを継続して行う。

ら国の方針に基づく「三省合意」の新た

な取組みに移行し、インターンシップと

して適用される「タイプ 3」に当てはまる

条件の企業に参加依頼をかけ、「パーパス

を経験するプログラム」を依頼し、産学

連携による人材育成として有効な課題解

決型のインターンシップ・プログラムを

構築した。

プ・プログラムを構築し、参

加企業を３８社から５２社に

増やしたことは評価できる。

目標とする参加企業数１００

社以上に拡大するよう取組み

を継続していただきたい。

≪日本文学科≫

・キャリアサポートセンターと協力

して、インターンシップ参加者増

に繋がる呼びかけを増やす。

3 ≪日本文学科≫

・4 月の 3 年生向けガイダンスでインター

ンシップについての案内を行い、インタ

ーンシップ体験発表会については、キャ

リアサポートセンターからの発信のほ

か、学科からも Teams で数回告知し、参

加を促した。

3

≪美術学科≫

・引き続き、大学美術館を活用した実

施可能なインターンシップや、デ

ザインワーク、展示作業等の OJT

（アルバイト含む）の実施に取り

組む

3 ≪美術学科≫

・大学美術館を活用したインターンシップ

を実施した。

また、本年度のデザインワーク、展示作

業等の OJT については、21 人（卒業生 5

人、院生 2 人、学科生 14 人）が参加し

た。

3
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また、学芸員資格の取得に係る博物館実

習を実施した（日程：21 日（月）から 25

日（金）の五日間、参加学生 17 人）。

ウ 資格指導

【キャリア開発委員会】

・学生の専門性や志向に配慮したイ

ンターンシップ受入企業（100 社以

上を目標）の新規開拓を推進する

とともに、産学連携による人材育

成として有効な課題解決型のイン

ターンシップ・プログラムを構築

し、受入企業に対する積極的な提

案を行う。

3 【キャリア開発委員会】

・課題解決型プログラムから「三省合意」

の新たな取組みに移行し、タイプ 3 に当

てはまる条件の企業に参加を依頼した。

産学連携による人材育成として有効な課

題解決型のインターンシップ・プログラ

ムを構築し、受入企業に対する積極的な

提案を行った結果、52 社が参加して「パ

ーパスを経験するプログラム」を実施し

た。

3

（４）教育力の向上

（中期目標）アクティブ・ラーニングを具体化する教育内容と教育方法の向上を図り、各学科の特性に応じたファカルティ・ディベロップメントを恒常的に実

施する。また、学生が自主的かつ主体的に学習に取り組むための教育施設、学習環境や学習支援体制を整備する。

① アクティブ・ラーニングの

充実や外国語による授業の実

施等に向け、教員個々の教育

力を向上させるファカルテ

ィ・ディベロップメント活動

を全学的に展開する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・必要に応じて、オンライン授業で利

用可能な技術、ツールや著作権制度

等からテーマを選択し資料配信等

を通じて情報共有を進める。また、

大学の学修の前提となる高等学校

3 ≪経済情報学科≫

（オンライン授業関連）

・オンライン授業で利用可能な技術につい

ては、文部科学省が発行している「令和 2

年度版遠隔教育活用システムガイドブッ

ク」を、オンライン授業内で利用する資料

3
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教育がどのように変化しているか

について資料を収集する。

・徐々に再開しつつある、対面での海

外語学研修の実施について、継続的

に推進する。

の著作権の観点からの取り扱いについて

は、文化庁による「令和 5 年度著作権セ

ミナー『AI と著作権』」の映像と資料を学

科内で共有することで、これらについて

の知見を更新する機会を設けた。

（海外語学研修関連）

・英ヨーク大で実施予定だった対面型の短

期研修プログラムには経済情報学科学生

5名程度が参加を希望していたが、主とし

て最少催行人数を満たせなかったことが

理由で中止とせざるを得なくなった。そ

のため、本年度中に海外語学研修に参加

した経済情報学科学生は、開南大学の夏

季短期語学研修（8月に 2週間）に参加し

た 1人のみである。

≪日本文学科≫

・演習科目のうち「日本語学基礎演

習」「古典文学基礎演習」「近現代文

学基礎演習」において、科目担当教

員以外の教員も可能な範囲でオブ

ザーバーとして随時参加し、アク

ティブ・ラーニング的手法を用い

た授業の相互観察・情報提供等を

行う。

3 ≪日本文学科≫

・2023 年 11 月 1 日に「古典文学基礎演習」、

11 月 22 日に「日本語学基礎演習」の授業

観察を本学科の教育研究推進委員 1 人が

実施した。授業観察後、授業実施者と委員

による意見交換を行い、その結果を委員

がとりまとめ、本学科教員全体に共有し

た。なお、「近現代文学基礎演習」につい

ては授業実施者の都合により実施を見送

った。

3 新設実施を見送った「近現代

文学基礎演習」についても教

員間での相互観察・情報提供

を行っていただきたい。
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≪美術学科≫

・引き続き、学科の特性に合わせた実

施可能なファカルティ・ディベロ

ップメント活動を行う。

3 ≪美術学科≫

・他コースの授業や講評等の見学を各教員

が業務に無理のない範囲で行い、教育ス

キルの向上に結び付ける機会を得た。

3

イ 教養教育

【教育研究推進委員会】

・教育の質向上のため、教職員を対象

とするファカルティ・ディベロッ

プメント活動（講演会・研修会）を

実施する。また、教員からの聞き取

り等を通じて、アクティブ・ラーニ

ング等の授業の充実に向けた取組

みを推進するための課題を整理・

検討する。

3 【教育研究推進委員会】

・11 月 2 日（木）に前年度に引き続き、オ

ンラインによる研修会を実施した（講師

は、関西大学教育推進部 岩﨑千晶教

授）。コロナ禍の遠隔授業時に培った経験

を踏まえた、ICT 活用と対面授業との効

果的な組み合わせ及び効果的なフィード

バックの方法について分かりやすく講演

して頂いた。今回は参加者同士がチーム

毎に日頃の苦労や悩みを議論した上で講

師と交流する機会を設けた。研修会には、

のべ 38 人の参加者があった。また当日参

加できなかった教職員向けに研修内容を

録画したものをポータルサイトを利用し

て共有した（動画視聴者は 9 人）。

3 オンラインによる研修会を継

続実施し、参加者・講師と交

流する機会を設けたことは評

価できる。

今後も教育の質の向上のため

ファカルティ・ディベロップ

メント活動を実施していただ

きたい。

② 全学ディプロマ・ポリシー

を具体化したカリキュラムと

その自主学習を促進するポー

トフォリオシステムを整備し

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・引き続き、年度始めのオリエンテー

ションにおいて自己評価カルテの

3 ≪経済情報学科≫

・年度始めのオリエンテーションにて、自

己評価カルテ入力方法について指導し

4 自己評価カルテの入力形式等

や、学修状況を数値化するな

ど、学生や教員の意見を取り
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充実させる。 入力方法について指導する。また、

特に「基礎演習Ⅰ」の時間を有効活

用し、チューターが直接に入力を

促す。チューターは、日頃から学生

とのコミュニケーションを絶やさ

ないこと等により、定期的なカル

テ入力が果たされるよう努めると

ともに、チューター自身が自己評

価カルテに対し適切な時期に適当

なコメントを付与できるよう工夫

すべきである。この点を学科会議

の機会を捉えてアナウンスする等

して、意識向上に努める。また、自

己評価カルテの項目に取捨選択が

必要との意見があれば、検討する。

た。

基礎演習 1 の時間で入力する機会を設け

るように教授会で呼びかけた。

自己評価カルテの入力マニュアルを作成

し、各学年の Teams で配付した。

（成績開示後に入力を呼びかける予定、

その後、今年度の入力状況を調査予定）

・学生や教員から入力項目が多い、他のア

ンケート等もあり、時間が取れないとの

指摘があった。入力形式を選択式にする

ことや入力項目自体の削減する方向での

見直しに着手した。

・ポータルサイトの新機能である学修ポー

トフォリオ機能を利用して、学修状況を

数値で表現しレーダーチャートで可視化

することを決定した。そのための各種設

定を検討し、評価の軸をディプロマ・ポリ

シーとすることや、カリキュラムマップ

で示す科目をディプロマ・ポリシーに紐

付ける科目とすること等を決定した。学

修度を数値化する数式を調整中である。

入れた改善に着手したことは

評価できる。

≪日本文学科≫

・引き続き「日文ポートフォリオ」の

安定活用に努めるとともに、学生の

主体的な学びに繋がる運用指導の

3 ≪日本文学科≫

・学修ポートフォリオシステムの学科内で

の運用は安定的になってきたが、事後の

指導につながるフィードバックの仕方、

3 学修ポートフォリオシステム

を用いたフィードバックの手

法、教育課題の把握方法の開

拓に努めていただきたい。



27

在り方を検証改善していく。 データの分析から教育課題を把握するこ

とに関しては、改善の余地を残す。

≪美術学科≫

・学修ポートフォリオを後期に試行

し、その結果を分析して様式・項目

等の改善を図る。

3 ≪美術学科≫

・2 月に実施した会議で学修ポートフォリ

オの効果やフォーマットの改善点を検討

した結果、指導の際の参考資料としても、

学生の学修においても有効性が認められ

た。次年度は、3コースにおいて、2 年生

以上に年に 1 回以上を行うことを決定し

た。

3

（５）学生の受入れ

（中期目標）全国的な入試改革に対応して優れた学生を受け入れるための入試改革を行うとともに、各学部・学科の特長を積極的に広報し、優秀で学習意欲の

高い学生の受入れを促進する。

① ３つのポリシーが本学の理

念・目標、学部・学科の特性を

踏まえたものとなっているか

を検証しつつ、それを高校生

や市民等に分かりやすく具体

的に伝える取り組みを強化す

る。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・引き続き、入学者アンケートにより

3 ポリシーの浸透度合いを計る。ま

た、入学後の学びへ意欲を増やせ

るように、高校生向けの広報資料

（オープンキャンパスの資料等）

について、これまでの紙媒体のも

のに加えて動画の拡充等で、アド

ミッション・ポリシーを踏まえて

どのようなことを本学で学べるか

3 ≪経済情報学科≫

・大学で学ぶ際に必要になる基本理念につ

いて周知を図るため、本学受験を考えて

いる受験生向けの動画を作成している。

現在本学に在籍する 3 年生の実際の声の

動画化についても継続的に行っており、

聞き手にとって非常に親身に捉えやすい

ものとなっている媒体で情報を提供でき

ていると考えられる。

3 聞き手にとって非常に親身に

捉えやすいものとなっている

媒体で情報を提供できている

ことは評価できる。
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の情報提供ができるよう、高校生

や市民等にとって確認しやすい身

近な情報取得の機会を増やす。

≪日本文学科≫

・キャンパスツアー・オープンキャン

パス等の機会を通じて、改訂され

た 3 ポリシーの理念をわかりやす

く伝える広報活動に努める。

3 ≪日本文学科≫

・リーフレット等に新ポリシーを記載して

周知に努め、キャンパスツアー・オープ

ンキャンパス・高校ガイダンスにおいて

は、パワーポイントを使用してわかりや

すく伝える工夫を行った。

3

≪美術学科≫

・改訂された 3ポリシーについて、オ

ープンキャンパスや大学説明会、

またガイダンス等を通じて周知す

る。

3 ≪美術学科≫

・新 3 ポリシーについては、オープンキャ

ンパスとキャンパスツアー、大学説明会、

ガイダンス等で周知した。

3

イ その他

【広報委員会】

・キャンパスツアー、オープンキャン

パス、進路指導担当者との懇談会、

大学説明会等の広報活動の現場

で、大学案内や本学 Web サイト、学

科ごとに作成したプレゼンテーシ

ョン資料を活用して 3 ポリシーを

始めとする本学の教育研究活動の

指針及び求める学生像等を、具体

的かつ明確に周知するように努め

3 【広報委員会】

・年度計画に掲げた広報活動の現場で、3ポ

リシーを含めた本学入学者に対して求め

られるものの情報共有について、引き続

き取り組めた。本年度の入学者において

は、3ポリシーの認知の度合いが 69%であ

り、半数を超える学生が理解を示してい

ることが明らかになった。入学者の学修

意欲と本学の理念が適合していることが

わかり、継続的な広報活動の好影響が垣

3 引き続き３ポリシーの広報活

動に注力していだたきたい。
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る。引き続き入学者アンケートを

実施し、アドミッション・ポリシー

を始めとする 3 ポリシーの浸透度

合いを計る。

間見える結果となった。

② 大学の理念や各学部・学科

の教育・研究活動を具体的に

分かりやすく情報発信する広

報活動を強化する。

イ その他

【広報委員会】

・引き続き大学案内や本学 Web サイ

トの掲載内容の充実を図ってい

く。特に、本学 Web サイト掲載情報

の更新・充実は課題であり、現状を

点検する期間を設け、各学部・学科

の教育・研究情報をヴィジュアル

要素も効果的に活用し、訴求力を

高める。平素の教育・研究活動につ

いても、幅広く情報収集を行い、本

学 Web サイト、大学案内、大学通

信、SNS 等それぞれのメディア特性

を踏まえ、随時発信していく。

4 【広報委員会】

・本学 Web サイトの掲載情報について点検

を行い、情報の更新や写真の追加を行っ

た。今年度も継続的に、広報活動で使う

資料等の充実を図った。オープンキャン

パス等も新型コロナウイルス感染症拡大

以前のように完全対面に実施しつつ、Web

での予約システム等の利便性の高いもの

を継続的に採用することによって、より

多くの人に参加してもらえるよう努め

た。また Web システム導入により申込者

の氏名や在籍高校等の情報を収集できる

ようになったため、開催後に参加した生

徒の在籍高校へ高校訪問を行う等、効果

的な広報活動を展開した。

・数値として確認できる情報は以下の通り

となった。

●YouTube 動画再生回数：1,663（3 月末）

●Instagram フォロワー数：691 人（3 月末）

●X（旧 Twitter）フォロワー数：1,022 人

4 Web システム導入により、参

加した生徒の高校訪問へ繋げ

る等の効果的な広報活動に繋

がったことは評価できる。
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（3月末）

●LINE 登録者数：383 人（3 月末）

●説明会や模擬講義・来学対応数：80 件

●高等学校での説明会・模擬授業：47 件（オ

ンライン：経情 4、日文 1／対面：経情 27、

日文 7、美術 8）、ブース設置相談会 26 件

（オンライン：美術 1／対面：企画 15、美

術 10）

●来学数：7件（うち高校生一行の来学は 3

件）

③ 少子化の進行や、全国的な

入試制度改革の変化に対応し

た、入試制度の改革と見直し

を行う。

イ その他

【入試制度検討委員会】

・引き続き、入試制度変更の影響が入

学後の学生の学修状況に現れてく

るか検証していく。高校訪問や進

路担当者との懇談会においても意

見を収集し、改善点等を検証する。

・改訂したアドミッション・ポリシー

と照らし合わせながら、現行の各

試験や令和 7 年度以降の試験の方

法や内容の適切性について検証を

行っていく。

3 【入試制度検討委員会】

・委員会において各学科の入学後の学生の

学びの状況について報告があり、現行の

入試に問題が生じていないことを確認し

あった。また、社会状況の変化や前年度の

本学への志願状況を踏まえ、高校訪問や

進路担当者との懇談会で情報を収集し

た。受験生全体ではデータサイエンス等

情報系への志願が増えているものの、本

学の学科や入試方法について安易な変更

をするべきではないことを確認した。

・改訂したアドミッション・ポリシーと照

らし合わせながら今年度実施の入試を検

証して、適切と判断した。

3
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④ 地元地域の高校や高校生に

対する効果的な広報活動を行

う。

イ その他

【地域総合センター】

・地元の高等学校や高校生に向けて、

本学 Web サイトや SNS、オープンキ

ャンパスを利用して広報を積極的

に行う。また、紙メディア（チラシ）

を進路指導担当者宛に送付し、広

報も継続する。

・更に近年、教養講座等に参加する高

校生も増加しているため、文学談

話会や教養講座等についても、前

年度同様対面に加え、一部オンラ

インでの実施も視野に入れ、より

効果的な開催を目指す。

3 【地域総合センター】

・広報活動として、チラシ等は、尾道周辺地

域の高等学校の進路指導担当者宛に配布

した。

・今年度は、コロナ禍が落ち着いたことも

あって、オンラインでの実施は行ってい

ない。今年度の高校生参加人数は、教養講

座が 3 人、尾道文学談話会が 3 人であっ

た。

3

【広報委員会】

・キャンパスツアー、オープンキャン

パス、進路指導担当者との懇談会

の事前の周知をしっかりと行うと

同時に、近隣の高等学校からの説

明会や模擬授業への依頼について

の対応を重視し、コミュニケーシ

ョンを維持・強化していく。学生の

地域行事への参加、ボランティア

活動、展覧会活動等についても情

報収集を行い、Instagram を中心に

3 【広報委員会】

・新型コロナウイルス感染症の影響も薄ま

り、公開講座、尾道市内の高校における

大学説明会、オープンキャンパス等を対

面形式で行えた。地元企業のロゴデザイ

ンに関わる活動、実際の尾道市役所議場

に赴いての尾道市学生議会への参加等も

実施でき、地元地域の人々の目に触れる

ような広報活動を総合的に行えた。また、

大学の紙袋、オープンキャンパス用の

Web バナーや T シャツ、広報用のタペス

3 美術学科学生のデザインを用

いて積極的に広報活動を行っ

たことは評価できる。
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SNS 等を通じて積極的に発信を行

い高校生に対する訴求力の向上を

図る。また、大学の広報活動で用い

る紙袋やバナー等デザインに学生

のアイデアを反映し、より効果的

に高校生にアピールできるように

する。

トリーを美術学科の学生にデザインして

もらい、デザイン性の向上を図るととも

に広報活動に積極的に活用した。

（６）大学院教育

（中期目標）各研究科の特色を生かした研究・創作活動を充実させ、社会に貢献できる人材を育成するとともに、留学生及び社会人の受入れ、学部からの一貫

した教育システムを開発する等、それを実現するための体制を整備する。

① 経済情報研究科・日本文学

研究科では専門能力を生かし

た研究者・指導者養成、美術研

究科にあっては持続的な創作

活動に携わる作家・デザイナ

ーの養成を目指してカリキュ

ラムを充実させる。

ア 研究科

≪経済情報研究科≫

・引き続き、院生のニーズに対応した

カリキュラム改正の検討を続ける。

また、早期履修制度利用希望者と社

会人入学者のリカレント教育を充

実させるため、学部科目と大学院科

目の連携を進めていく。

4 ≪経済情報研究科≫

・オリエンテーション時には、学部授業の

履修方法の説明を行い、本学のリカレン

ト教育について周知した。今年度は可能

な限り大学院科目と学部科目の関連が分

かるよう、前置科目がシラバス等で分か

る科目を中心に一覧にまとめた資料を大

学院生に配付した。結果として、学部授業

の履修者はいなかったものの、学部授業

の聴講者は 1 名となった。大学院科目の

一部で学部科目との関連が示せていない

ため、引き続き大学院科目担当の専任教

員へ協力を要請し、すべての専任教員の

大学院科目と学部科目の関係を明示した

3 引き続き大学院科目担当の専

すると任教員への協力を要請

可能な限り大学院科ともに、

関係を明示し目と学部科目の

院生に配布作成し、資料をた

ことは評価できる。できた
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資料を新年度のオリエンテーション用に

作成した。また、院生にカリキュラムや大

学院に関する要望についてアンケート調

査を実施し、留学生より資格試験と学部

及び大学院科目との関連を知りたいとい

う意見を得た。

・早期履修制度については、今年度は 12 月

11 日（月）昼休みに対面で説明会を実施

し、2人が参加した。今年度の早期履修制

度の活用者はいなかったものの、具体的

な進学準備や当該制度について質疑応答

が行われ、学部授業と大学院授業の関連

や違いについて説明がなされた。

・今年度入学生（修士 1 年生）からは副指

導教員を定めるとともに、研究指導計画

書の作成・提出を行うことで、より指導を

手厚くするよう努めている。

≪日本文学研究科≫

・カリキュラムの妥当性とニーズの

検証を引き続きすすめ、研究指導

方法の充実を図る。

3 ≪日本文学研究科≫

・オムニバス授業を含め、履修者の専門分

野と周辺領域のバランスを考慮しながら

指導方法の充実に向けて検討を進めた。

3

≪美術研究科≫

・大学院生と指導教員のきめ細かい

コミュニケーションを通して、大

学院生個々の研究指導計画に即し

3 ≪美術研究科≫

・大学院の研究指導計画書について、コー

ス間での統一を図る等の見直しを行っ

た。各研究分野において、対面指導を中心

3 絵画研究分野及びデザイン研

究分野ともに、研究計画の進

捗状況等、教員と学生の間で

コミュニケーションの充実を
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た指導を行う。 に行った。

絵画研究分野及びデザイン研究分野とも

に、研究計画の進捗状況、計画に即した

制作に関してのディスカッション、ミー

ティング等、教員と学生の間で双方向の

コミュニケーションの充実を図った。

図ったことは評価できる。

② 学部生の内部進学を進める

ため、学部・大学院一貫教育プ

ログラムの開発・整備に取り

組む。

ア 研究科

≪経済情報研究科≫

・これまで行ってきた「修了研究内容

発表会」を、正式な研究指導スケジ

ュールに組み込まれた「修了発表

会」として実施する。

・内部進学の増加に向け、早期履修制

度の利用促進方法について検討を

行う。具体的には、参加者の少なか

った説明会の広報手段の再検討

や、学部生のニーズ調査等を行う。

3 ≪経済情報研究科≫

・本年度は内部進学により 2 人（学部から

1人、本学研究生から 1 人）が入学した。

・正式な研究指導スケジュールに組み込ま

れた「修了発表会」を 2月 29 日（木）に

原則対面形式で実施した。周知に努めた

ものの、同日、対面で参加できない修士 1

年生のために Teams を用いたリアルタイ

ム双方向での配信も同時に行うこととな

った。

・内部進学者に向けた早期履修制度の説明

会を、今年度は対面にて 12 月 11 日（月）

昼休みに実施した。内部進学を考えてい

る 2人の学生（3 年生 1 人、1 年生 1 人）

が参加し、制度の説明を行うとともに、大

学院進学に関する質疑応答を行った。結

果として今年度の早期履修制度の利用者

は 0 人となったが、告知において各学年

3 制度を広く把握できるよう対

応し、早期履修制度の利用者

が増えるよう努力していただ

きたい。
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の Teams を活用するとともにポータルサ

イトで配信することで、制度自体は広く

学生が把握できるよう努めた。

≪日本文学研究科≫

・学部生向けのガイダンスの実施、過

去の修了生や現役の大学院生と学

部生の接点をつくり、引き続き個別

の面談等で院進学者の掘り起こし

に努める。

3 ≪日本文学研究科≫・大学院進学を検討し

ている学部生に向けて、本学の大学院の

カリキュラムや入試の内容についての説

明会を、3 月 22 日にオンラインで実施し

た。（参加者 1 名）

2 院進学につながる大学院生と

学部生の接点作りに努めてい

ただきたい。

≪美術研究科≫

・引き続き、大学院への内部進学を更

に推し進めるべく、進学希望者の

個別の面談に随時応じ、学部生向

けの大学院説明会を開催する。ま

た、学外からの受験を拡充するべ

く、大学院入試情報の発信につい

て検討し、実行する。

3 ≪美術研究科≫

・学部生向けの大学院説明会は、それぞれ

のコースで一度、5月あるいは 6 月に 3 年

生を主たる対象として実施した。更に、外

部に向けた大学院情報の発信として、大

学案内における大学院ページを増やし

た。ほかにも情報を増やす方法について

は、学科と広報委員会とで検討しており、

なかでも、外部受験者を対象とした面談

情報の発信等が有効な策として挙げられ

ている。

3

③ アドミッション・ポリシー

に適合する十分な能力と意欲

を持つ人材について、本学学

部卒業生や社会人、留学生な

ど多様な分野からの受入れを

ア 研究科

≪経済情報研究科≫

・引き続き秋入学を実施するととも

に、秋入学者への適切な対応方法に

ついて検討を続ける。新たに企業管

4 ≪経済情報研究科≫

・今年度、秋入学者は 0 人であったが、こ

の一因は募集要項の協定校への送信ミス

であった。今後は、研究科委員会にて秋入

3 全専任教員の大学院科目と学

部科目の関係を明示する資料

を作成し、必要に応じた部科

目の履修や聴講の円滑な実施
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促進する。 理学科と協定を結んだ国立嘉義大

学からの留学生増加にそなえて受

け入れ体制を整える。

・社会人入学者へのリカレント教育

を充実させる取組みとして、学部科

目と大学院科目の連携を進めてい

く。その中の一つとして、一部の学

部科目を修了要件単位として認定

することの検討を続ける。

学の募集要項が承認された後、すみやか

に国際交流センターから協定校に送付す

るよう事務手続きの流れを確認した。ま

た、国立嘉義大学には春入学者用の募集

要項を同大学国際部に送付したものの、

国際部から情報管理学科にその情報が伝

達されていなかったことが分かった。先

方のミスであるものの、以後、本学として

は情報管理学科及び応用経済学科の学科

長宛にも送付するよう事務手続きの流れ

を確認した。

・台湾国嘉義大学からの留学生への対応と

して、大学院生活に順応できない学生に

ついては、指導教員に加え、大学院経済情

報研究科運営委員、国際交流センター、医

務室と連携を取るとともに、同大学の学

科長とも連絡を取り合い対応する等、留

学生へのケア体制についても強化するこ

とができた。当該院生は本人の希望に基

づき本学は退学するものの、国立嘉義大

学情報管理学科のみの修了を目指せる道

を付けることができた。この結果、現在同

大学からのダブルディグリー協定に基づ

く院生は 1 名となった。このダブルディ

グリー協定による院生は 3 学期間、本学

に向け、次年度のオリエンテ

ーション資料の作成に努めた

ことは評価できる。
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に在籍する必要があるため、本学では原

則として指導教員の研究演習Ⅱから履修

すること等、単位読換方針及び履修方針

に関するルールを明確化した。

・令和 3 年度秋入学した社会人院生は長期

履修制度を活用し、今年度 3 月に修了す

ることが確定した。また、次年度は 2 名

の社会人院生が入学する予定である。こ

のような社会人入学者へのリカレント教

育の充実の必要性はあるものの、学部単

位の認定の実現は難しい。今年度は、すべ

ての専任教員の大学院科目と学部科目の

関係を明示する資料を作成し、必要に応

じて学部科目の履修や聴講がより円滑に

実施できるよう次年度のオリエンテーシ

ョン資料の作成に努めた。

≪日本文学研究科≫

・引き続きアドミッション・ポリシー

に基づいた「学修調書」の提出を求

め、卒業生・社会人・留学生等幅広

い人材の受け入れを促進する。

3 ≪日本文学研究科≫

・本学 Web サイトを通じて学生募集要項と

アドミッション・ポリシーの公開を行い、

卒業生・社会人・留学生等の「学修調書」

執筆の手がかりとなるよう情報発信を行

った。

3

≪美術研究科≫

・学外からの受験生へ向けて、本学

Web サイトにおける大学院入試情

3 ≪美術研究科≫

・外部に向けた大学院情報の発信として、

大学案内における大学院ページを増やし

3
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報、教育情報の充実を図る。

また、大学院生による学部から院

にかけての制作に関するプレゼン

テーションの機会を設ける等、内

部進学をより推進するための方策

を検討し、実行する。

た。ほかにも情報を増やす方法について

は、学科と広報委員会とで検討しており、

なかでも、外部受験者を対象とした面談

情報の発信等が有効な策として挙げられ

ている。   

内部進学を推進する上では、各コースで

大学院生の講評やプレゼンの機会に、学

部生の参加を促した。

イ 国際交流

【国際交流センター】

・引き続き協定校に対し、本学の研究

科やその前提となる学科の特徴等

の情報を詳細に伝えるとともに、

希望者に対し個別相談の機会を提

供する。また、本学へ在籍中の学部

留学生に対して本学大学院への進

学を積極的に働きかける。

2 【国際交流センター】

・大学院経済情報研究科との交流が盛んな

国立嘉義大学管理学院へは春と秋の入学

者獲得に向けて募集要項を送付する手は

ずとなっているが、一部に送付ないし伝

達漏れがあった事実が判明し、各所管長

宛てに直接送信する等の再発防止策を練

った。この影響もあり、大学院への次年度

ダブルディグリー学生の入学者は 0 人と

なった。

他方、同じく国立嘉義大学の応用経済学

科から本学経済情報学部に編入していた

ダブルディグリー学生 1 人が経済情報研

究科を受験し、合格した。

2 秋入学者獲得のため、事務手

続きの整理、及び伝達漏れの

再発防止策を講じていただき

たい。

ウ 広報活動
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【広報委員会】

・引き続き本学 Web サイトの大学院

ページの充実を図る。学外から大

学院教育・研究の現場にアクセス

しやすくなるよう、社会人、留学生

を含む研究科在者の体験談等の掲

載記事を追加し、情報の蓄積を行

う。また、本額 Web サイトで学外受

験希望者に対する面談を適宜行う

ことを示し、学内においては学科

やコースで説明会等を実施する

等、学内外両輪での広報・周知活動

により受け入れの促進を行う。

3 【広報委員会】

・前年度から引き続き、大学院修了生であ

る社会人、留学生を含む研究科在籍者の

体験談等の掲載記事を追加し、情報の蓄

積を行った。本学 Web サイトで学外受験

希望者に対する面談について告知はでき

ていないが、経済学研究科では希望した

学外受験希望者に対して面談を適宜行っ

た。また学内においては学科やコースで

説明会等を実施した。

3 Web サイトにおける学外受験

希望者に対する面談の告知を

行っていただきたい。

２ 研究の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）研究の活性化

（中期目標）各教員が高い独創性を持った優れた研究を推進する。また、地域課題に即した研究を促進するとともに、研究成果やゼミ等の教育活動を積極的に

広報し、研究成果を地域に還元していく。

① 国内外の学会・研究会議

での発表、査読付き専門誌

や学会誌への論文投稿、展

覧会の開催、学内外の研究

者との共同研究等を促進

し、研究の活性化に取り組

む。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・国立嘉義大学との合同カンファレ

ンスについては、今夏、開催地交互

の原則に従って嘉義で開催される

予定であり、それに向けて改めてワ

ーキンググループを立ち上げる等

して先方と調整する。また、教員の

3 ≪経済情報学科≫

・本学経済情報学部と国立嘉義大学管理学

院との合同カンファレンスは、8 月 22～

26 日（ただし 22 と 26 は移動日）の日程

で開催され、経済情報学部教員 5 人が出

席した。24 日のカンファレンスでは、国

立嘉義大学長及び本学副学長によるスピ

3 国立嘉義大学管理学院との合

同カンファレンス開催による

研究発表を収録した『経済情

報論集』を刊行したことは評

価できる。
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国内外で開催される学会での発表

や参加、学術雑誌への論文投稿、提

携校の教員間での共同研究を、引き

続き奨励する。

ーチに始まり、本学教員 3 人、国立嘉義

大学教員 6 人の計 9 人が研究発表を行っ

た。また学部長は司会を務めた。本学教員

の発表ペーパー1 本と、国立嘉義大学教員

の発表ペーパー2 本、計 3 本を収録した

『経済情報論集』は年度内に刊行した。

≪日本文学科≫

・引き続きおのみち文学三昧での研

究発表会及び公開講演会を実施

し、その成果を『尾道市立大学日本

文学論叢』に投稿するよう促す。ま

た学科教員による科学研究費や学

長裁量教育研究費による共同研究

を引き続き企画する。

4 ≪日本文学科≫

・令和 5 年 12 月 10 日のおのみち文学三昧

において、本学教員・学生による研究発

表会及び外部講演者を招いての公開講演

会を実施した。なお、研究発表会での発

表者 4 人のうち 3 人の論文が『尾道市立

大学日本文学論叢』に載り、合計 7 本の

研究論文・研究ノートが掲載された。ま

た、11 月 3 日には「おのみち文学三昧プ

レミアム」を実施し、本学学生と高校生

をバトラーとしたビブリオバトル、及び

外部講演者を招いての公開講演会を行な

った。更に、日本文学科教員 2 人と経済

情報学科教員 1 人による共同研究「尾道

の「顔」―町としてのイメージ形成―」

（学長裁量教育研究費）では、成果公表

の一環として、2/28 に公開研究会を実施

した。

4 『尾道市立大学日本文学論

叢』への論文掲載や、高校生

とのビブリオバトルの実施、

他学科教員との共同研究によ

る公開研究会の実施など、幅

広く取り組んだことは評価で

きる。

≪美術学科≫ 3 ≪美術学科≫ 3 Researchmap の具体的な活用
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・引き続き、各教員が間断なく制作・

研究に取り組み、国内・外で成果発

表を積極的に行う。researchmap に

ついては実技教員にとっての活用

法を検討する。

・デザインコース教員の大学美術館での個

展開催、日本画コース教員の公募展出品

及び受賞、油画コース教員の公募展出品、

個展開催、グループ展参加、また、紀要等

への成果の発信（リポジトリにおける公

開を含む）等において、積極的に成果発表

を行った。

・researchmap については、前年度の研修を

受けて実技教員の間で検討したが、いま

一つ有効な活用方法が見いだせず次年度

以降の課題とした。

方法についての検討を重ねて

いただきたい。

イ 施設整備

【教育研究推進委員会】

・引き続き、ファカルティラウンジを

通じた教育研究の情報交換の場と

しての取組みができているか確認

をしていく。また、研究上の活用を

行う教員の研究発表や論文投稿、

展覧会の開催、学内外の研究者等

の共同研究等、大学の研究活動を

推進するための情報収集を行いつ

つ、実行可能なものから積極的に

着手する。

3 【教育研究推進委員会】

・ファカルティラウンジの利用状況は、全

学的に有効活用できていることを確認し

た。具体的な利用状況は、以下の通りであ

る。会議、打合せ（コース会議、数理デー

タサイエンス AI 教育プログラム利用、

国立嘉義大学との合同カンファレンス

ワーキンググループ、「基礎演習Ⅰ」を複

数教員合同で行うことについて）、学内研

究会、情報交換、科学研究費に関する情報

収集、過去の科学研究費採択申請書の閲

覧、卒論等の仕分け作業、教員共同で申請

した学長裁量教育研究、推薦入試合格者

3
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の追跡調査と今後の入試設計、FD 活動と

して授業観察後の打ち合わせで使用、令

和 5 年度年度計画に掲げたアクティブ・

ラーニングに関する授業観察に関連して

授業観察後の意見交換の場として 2 度利

用、尾道市立大学日本文学会の領収書の

保管及び配付、書類のやりとり、重要な資

料の配付や共有打ち合わせ（共有する資

料類を保管）、文章検テキストの各チュー

ター教員への配付、である。

② 教員、学生等の研究活動

を公開するコンテンツを設

けて、研究活動の成果を社

会に還元する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・経済コース、経営コース、情報コー

スそれぞれ一部の研究室活動の様

子について、学生の声を交えた動

画を Web 上に公開することで、研

究教育活動の報告を試みる。

3 ≪経済情報学科≫

・前年度に引き続き、本学受験を考えてい

る受験生向けの動画を作成した。これに

ついては現在本学に在籍する 3 年生の実

際の声を動画化したものである。研究室

でどのような研究や学修を行っているか

について述べられており、聞き手にとっ

て非常に親身に捉えやすいものとなって

いると考えられる。

3

≪日本文学科≫

・引き続き「尾道市立大学リポジト

リ」において各種研究活動の成果

物を公開し、コンテンツを充実さ

せる。また教育研究業績の公開に

3 ≪日本文学科≫

・「尾道市立大学リポジトリ」において『尾

道市立大学日本文学論叢』等を継続的に

オープンリソース化している。また教育

研 究 業 績 に つ い て は 、 各 教 員 で

3 Web サイトの教員総覧内に

researchmap に繋がるリンク

を新たに設け、教育研究業績

の公開に繋げたことは評価で

きる。
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ついては、各教員のresearchmap へ

繋がるリンクを本学 Web サイト上

に設けることはできないか検討す

る（例えば「教員総覧」内の各教員

ページにリンクを貼る等）。

researchmap を継続して公開しており、

更に当該サイトへ繋がるリンクを本学

Web サイトの教員総覧内に新たに設け

た。

≪美術学科≫

・引き続き、大学美術館での成果発表

の充実を図るとともに、更に D 棟

内の展示スペースも学生の授業作

品の発信の場、また教育の場とし

て活用する。

3 ≪美術学科≫

・デザインコース教員（野崎教授）の個展の

開催、カリキュラム展、進級制作展の開催

等、大学美術館での教員、学生等の成果発

表の充実を図った。

また、D 棟 1 階において作品を展示する

ことが可能な「オープンスタジオ」の利

用申請に関する規約を整備し、学生の授

業作品や自主制作の作品の発信の場とし

て、また、プレゼンテーションや講評の

場として利活用した。

3 「オープンスタジオ」の利用

申請に関する規約を整備し、

学生の作品の発信の場、教育

の場として利活用したことは

評価できる。

ウ 広報活動

【広報委員会】

・オンラインオープンキャンパスを

契機に作成を開始した動画コンテ

ンツを軸にしながら、新規コンテ

ンツを追加し、本学 Web サイトの

充実を図る。またコンテンツを有

効活用するため、ページ構成等を

工夫しよりアクセスしやすい形と

3 【広報委員会】

・引き続き学生による学科紹介動画を作成

し、本学 Web サイトで公開した。また、

スマートフォン等パソコン以外の端末で

も閲覧しやすいよう、本学 Web サイト全

体の点検を行い、ページ構成を工夫した。

SNS では学生や教員の活動（授業や課外

活動、展覧会や公開講座等）を積極的に

3 Web サイト全体の点検を行

い、学内研究者の研究成果を

還元する機会を創出したこと

は評価できる。
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する。また、SNS や大学通信を通じ

て本学教員・学生の活動（受賞、取

得資格、クラブ活動実績等）をタイ

ムリーにかつ広く伝えていく。本

学 Web サイトの教員紹介ページを

更新する。

発信した。また、まちなか文化交流館で

の公開研究会（テーマ：尾道の「顔」－

町としてのイメージ形成－）の実施や、

教員の研究内容紹介ページの拡充等、学

内研究者の研究成果を還元する機会を創

出した。一方で、教員の研究内容の本学

Web サイトでの拡充はまだ取り組む余地

が大いに残されているため、今後も改善

に努める必要がある。

（２）研究の実施体制

（中期目標）学内外の共同研究や産学連携を推進するとともに、必要な支援体制を整備する。また、科学研究費補助金等の外部研究費の積極的な獲得を目指す。

① 学内研究費を活用した教員

の個人研究・共同研究を推進

するとともに、科学研究費補

助金等外部資金への申請率を

教員の70％以上となるよう取

り組む。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・採択された申請書や科学研究費に

関する情報を収集し共有を図り、

科学研究費補助金の申請書作成を

支援する。

3 ≪経済情報学科≫

・採択された申請書と科学研究費関連の情

報共有を実施した。

学科の教員に呼びかけ、若手研究（B）1

件、若手研究 1 件、基盤研究（C)2 件の

採択された申請書を収集した。

申請書、科学研究費の資料、researchmap

資料をまとめ、科学研究費補助金申請に

関係する資料集を作成した。

作成した資料集を、経済情報学部のファ

カルティラウンジにて公開し、学科内で

共有した。公開期間は令和 5年 7 月 9日

3 ファカルティラウンジでの公

開や、教授会等を通じての情

報共有により、科学研究費補

助金への申請を支援したこと

は評価できる。
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〜9月 19 日である。

教授会等を通じて制度の変更点等の情報

を共有し、科学研究費補助金への申請を

促した。

≪日本文学科≫

・科学研究費補助金の申請・獲得率を

増加させるため、継続して検討会

等を実施し、その内容の充実に努

める。

3 ≪日本文学科≫

・科学研究費補助金の申請に際して参考と

なる最新版の図書をファカルティラウン

ジに配架した。また、本学が外部業者に

依頼している科研費添削サービスに本学

科教員 1 人が申請した。

3

≪美術学科≫

・引き続き、科学研究費補助金申請に

向けた有志の勉強会を開催すると

ともに、積極的に美術系の助成事

業等の外部資金関連の情報を収

集・共有し、申請に向けて積極的に

活用する。

3 ≪美術学科≫

・補助金申請に向け、有志の勉強会を分野

ごとに実施し、2 件で 4 人が参加した。大

学美術館関連の助成金を含む外部資金関

連の情報収集等については、Teams 等を使

用して情報共有を図った。

3

イ その他

【教育研究推進委員会】

・引き続き、科学研究費補助金の採択

率を向上させるために、各学科の要

望や取組みを確認した上で、実行可

能な取組みを実施する。また、科学

研究費補助金等の申請書類の添削

サービス等は、引き続き情報収集を

3 【教育研究推進委員会】

・科学研究費補助金申請に向けた講演会

を、コンプライアンス研修・研究倫理教育

研修（三宮紀彦先生）を行った講師が、オ

ンデマンドで実施した。各学科の要望を

受けて、試験的に外部の科研費添削サー

ビスを各学科の教員が利用した。利用者 2

3 科学研究費補助金等の申請書

類の添削サービス等の情報収

集を行い、次年度以降の導入

に向けて積極的関与に繋げた

ことは評価できる。
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行い、実行可能性を検討する。 人に聞き取りを行ったところ、詳細な打

ち合わせ、回数制限なく各学科の研究内

容に応じて何度も内容を精査してくれる

サービスの良さから定着を希望する等の

意見を受け、次年度以降の添削サービス

導入の積極的関与を確認した。

② サバティカル制度の充実、

学内競争的資金等の活用によ

り、学内外の共同研究を推進

する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・令和 5 年度は在外研究を希望する

教員がいなかったため、サバティ

カル制度の実施はない。令和 6 年

度の実施に向けて、積極的に募集

活動を行う。

また、引き続き学長裁量教育研究

費を獲得できるよう、積極的な研

究への取組みを、学科の全教員に

呼び掛けていく。

・次年度のサバティカル制度の実施

に向けて、対象教員のドイツでのサ

バティカル研究実施の具体的な準

備を進めている。しかし、今後のコ

ロナ禍の状況次第では、実施の変更

や見送りをする可能性も否定でき

ない。

学長裁量教育研究費の獲得に向け

3 ≪経済情報学科≫

・サバティカル制度を今後利用しやすくす

るための方策を検討した。学問領域等を

考慮した場合、必ずしも海外での研究が

効果があるとは限らない。そこで、サバテ

ィカル制度において国内の大学での研究

も可能であることを確認し、今後、より利

用しやすい体制を整えた。

・また、本学科教員から学長裁量研究費へ

の応募が共同研究 2 グループ（3 人）と、

単独研究 1 人の応募があり、1 つが採用

された。

・この他に協定校である国立嘉義大学と尾

道市立大学経済情報学部との合同カンフ

ァレンスを令和5年8月24日に台湾で開

催した。

3 サバティカル制度利用につい

て検討を行い、国内大学での

研究も可能であることを確認

し、体制を整えたことは評価

できる。
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て、次年度も積極的に応募するよ

う、本学科教員に呼び掛けていく。

≪日本文学科≫

・学長裁量教育研究費での学科教員

による共同研究、コロナ禍で実施

の難しかったノートルダム清心女

子大学との学会交流活動、内外の

共同研究を推進する。

2 ≪日本文学科≫

・学長裁量教育研究費での学科教員の共同

研究は予定通り実施された。ノートルダ

ム清心女子大学との学科会交流活動・共

同研究に関しては状況が整わず次年度以

降の課題となった。

2 ノートルダム清心女子大学と

の学科会交流活動・共同研究

について、課題を整理し、推

進に努めていただきたい。

≪美術学科≫

・引き続き、公募展に向けた研究会等

を含め、学内外の共同研究を積極

的に展開する。

3 ≪美術学科≫

・公募展に向けた研究会への参加、海外美

術大学教員の招聘等、学外の共同研究を

積極的に展開した。

3

イ その他

【教育研究推進委員会】

・他大学の事例を参考にしつつ、国内

研究拠点を含む本学サバティカル

制度の一層の充実化に向けて検討

する。また、学内競争資金の予算運

用の早期実施可能性についての情

報収集を行う等、大学として共同

研究を促進する方法等について検

討する。

3 【教育研究推進委員会】

・令和 4 年度にサバティカル制度を実施し

た教員の聞き取りから、研究面は有意義

であったことを確認した。また、サバティ

カル研修制度が国内研修でも活用できる

ことをアナウンスし利用促進に努めた。

学内競争資金の運用開始が 4 月を超過す

る課題は、前年度内に提出すべき教育研

究成果報告書の期限の延長によることが

3 引き続きサバティカル制度の

積極的な利用推進に努めても

らいたい。
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明らかとなった為、改善策を講じること

を確認した。外部資金については、Teams

による情報提供を継続している。

３ 学生への支援に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）学習の支援

（中期目標）学生の進路や達成目標に沿った履修指導、学習支援、進路支援等を適切に行う。また、学習に課題を抱える学生について、個々の学生の状況や特

性をふまえた卒業までの支援を行う。

① ポートフォリオ・自己評価

カルテを用いた学生自身によ

る自己管理と、共有化した情

報を活用したチューター等に

よるきめ細かな学習支援・進

路支援に取り組む。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・自己評価カルテの学生による記入

の習慣付け、またチューターによ

るコメント全入力という目標に向

けて、引き続き方策を検討する。

3 ≪経済情報学科≫

・年度始めのオリエンテーションにて、自

己評価カルテ入力方法について指導し

た。

「基礎演習 1」の時間で入力する機会を設け

るように教授会で呼びかけた。

自己評価カルテの入力マニュアルを作成

し、各学年の Teams で配付した。

・学生や教員から入力項目が多い、他のア

ンケート等もあり、時間が取れないとの

指摘があった。入力形式を選択式にする

ことや入力項目自体を削減する方向での

見直しに着手した。

・ポータルサイトの新機能である学修ポー

トフォリオ機能を利用して、学修状況を

数値で表現しレーダーチャートで可視化

することを決定した。そのための各種設

4 自己評価カルテの入力形式等

の見直しや、学修度の数値化

に着手したことは評価でき

る。
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定を検討し、評価の軸をディプロマ・ポリ

シーとすることや、カリキュラムマップ

で示す科目をディプロマ・ポリシーに紐

付ける科目とすること等を決定した。学

修度を数値化する数式を調整中である。

≪日本文学科≫

・学修ポートフォリオの入力を更に

活性化し、チューターグループで

の面談や授業を通した活用指導を

促進する。

3 ≪日本文学科≫

・教職課程における学修ポートフォリオ活

用に準じた運用、指導を意識した。文芸

創作希望者への学修ポートフォリオ記載

事項の評価を通じて、学修ポートフォリ

オ入力の習慣化やその効果理解は進展し

た。

3

≪美術学科≫

・各コース、各年次のカリキュラムの

内容の検討と美術学科の特性に合

った学修ポートフォリオの様式を

更に模索する。

3 ≪美術学科≫

・各コースで 3 年次後期から、美術学科独

自の学修ポートフォリオの作成を実施し

た。

3

イ その他

【自己点検・評価委員会】

・きめ細かな学習支援に繋げるため

に、アンケート回答率の低水準の

原因の分析結果を基に改善を図

る。具体的には「授業改善アンケー

ト」、「学生による到達度・自己評価

アンケート」の質問項目等を精査

3 【自己点検・評価委員会】

・アンケート回答率の低水準の原因を分析

した。原因の一つとして、学生にとってア

ンケート回答への負担が大きいのではな

いかと考え、「授業改善アンケート」では、

質問項目等を精査し、同じような内容を

質問している項目を減らすこと等により

3 アンケート回答率の低水準の

原因を分析し、項目の見直し

や、機能の変更を行ったこと

は評価できる。
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し、より学生が回答しやすい内容

を立案する。また、任意回答アンケ

ートの方式のメリット・デメリッ

トを整理し、授業時間中の回答の

可能性を検討し、必要に応じて教

務委員会等に諮る。

アンケート項目の見直しを次年度から行

うこととした。また、アンケート回答への

教員からのフィードバックについては、

ポータルサイトの更新によって追加され

た教員コメント機能を今年度後期から活

用することとした。「到達度・自己評価ア

ンケート」については、ポータルサイトの

アンケート機能で実施していたが、

「Forms」で実施することとした。

② 成績不良者・退学者数を減

ずる課題整理と体制整備を行

う。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・引き続き、学業成績面での要対応学

生の情報共有を進める。特に年度

始めの学科会議においては、前年

度末時点での修得単位数が一定の

基準に満たない学生をリストアッ

プすることで退学・休学予備軍を

早期に見出し、可能な対応を取れ

るように計らう。現休学者・退学者

や過年度生の情報も漏れなく学科

会議の場に提出し、全教員が把握

可能にする。

3 ≪経済情報学科≫

・学生の成績不良の情報を 4 月教授会で共

有した。休学者、退学者の一覧は前期、後

期のはじめの教授会で共有した。ゼミ未

内定者の情報を 3月教授会で共有した。

各種情報を全教員間で共有し、チュータ

ー教員に対しては該当学生の状況に応じ

た指導や見守りを依頼した。

3

≪日本文学科≫

・引き続き、問題を抱える学生の早期

発見早期対応を行い、教員相互の

4 ≪日本文学科≫

・ポータルサイトを活用して、学生の出席

状況と成績を定期的にモニタリングする

4 ポータルサイトを活用した定

期的なモニタリングにより、

学生へのフォロー体制を強化
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フォロー体制を整える。 ことで、課題を抱える学生の早期発見と

早期対応を実現した。また、学科会議を

通じて教員間で情報を共有し、問題を抱

える学生へのフォロー体制を強化した。

対応の必要な学生には、カウンセリング

や学修支援サービスへの案内を含む、具

体的な支援策を提供した。これらの取組

みにより、学生たちは適切なサポートを

受け、問題の解決に繋げることができた。

し、問題の解決に繋げること

ができたことは評価できる。

≪美術学科≫

・引き続き、巡回指導や面談等によっ

て、個々の学生を適切に把握する

とともに、医務室やカウンセラー、

障害学生修学支援委員会等と連携

して学生対応にあたる。

3 ≪美術学科≫

・巡回指導や面談等によって、個々の学生

を適切に把握するとともに、要対応学生

の早期発見とコース内・学科内での情報

共有に努め、また、医務室やカウンセラ

ー、修学支援委員会等と連携し、学生対

応にあたった。

3

イ その他

【教務委員会】

・引き続き教務担当、修学支援担当部

署が連携し、授業への出席率を注

視しながら成績不良学生の早期発

見と早期対応を行う。

令和 5 年度は平常通り対面での授

業が増える見込みだが、自己点検・

評価委員会から提出された授業改

3 【教務委員会】

・出欠登録を授業終了後できるだけ速やか

に登録をするようお願いし、登録に関す

るマニュアルを配付した（4/28 ポータル

サイト配信）。今年度は基本的に全ての授

業が対面で行われたため、出席登録によ

り学生の登校状況が可視化され、連休明

け等不登校になりやすい時期に教員に注

3 不登校になりやすい時期に教

員に注意を呼びかけ、関係機

関と連携して見守りが必要な

学生の発見に努めたことは評

価できる。
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善アンケート結果等も参考にし、

今後も様子を見ながら成績不良学

生の早期発見・早期対応を行う。

意を呼び掛けた。医務室、障害学生修学支

援委員会との協力により、動向を見守る

必要のある学生の発見が出来た。

生成系 AI に対応するため「提出用レポー

ト及び論文作成における不正行為」に関

する取り決めと罰則を制定し、令和 6 年

度からの『学生便覧』に掲載することと

した。

③ 障害のある学生に対する修

学支援を強化するため、障害

に関する研修を実施するとと

もに、サポート学生を養成し、

ピアサポート体制を構築す

る。

イ その他

【障害学生修学支援委員会】

・障害のある学生やその家族が修学

支援について相談しやすくなるよ

うな情報発信に取り組む。また、本

学 Web サイトで支援体制公開の他

に障害のある学生の在籍状況や支

援内容等発信する情報を検討し、

年度内の本学 Web サイト公開を目

指す。

・引き続き、教職員連携体制のもと、

障害のある学生の修学支援に取り

組む。同時に、学修につまずいてい

る学生を早期に発見し、必要な支

援に繋げるためのサポートを行

う。

・日本学生支援機構主催のオンライ

3 【障害学生修学支援委員会】

・障害学生やその家族が修学支援について

相談しやすい場を作るため、8 月 11 日

に開催されたオープンキャンパスでは入

学前相談を開設し、日本文学科 1 人、美

術学科 1人の相談があった。

また、本学 Web サイトで支援体制公開の

他に障害のある学生の在籍状況や支援内

容等発信することを 9 月 11 日の委員会

で検討し、承認されたため、3 月 1 日に

公開を開始した。

・令和 5 年度の障害学生修学支援件数は

40 件で、教職員連携体制のもと、障害

学生の修学支援に取り組んだ。また、今

年度も学生の状況把握を前期 5月と後期

10 月に実施し、修学支援コーディネー

3 教職員連携体制のもと、障害

学生の修学支援に取り組んだ

ことは評価できる。
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ンセミナーの動画視聴や学内研修

会等の教職員研修会を開催し、障

害学生修学支援に関する理解・啓

発を図る。

・4月はじめの新入生サポートを中心

に、学生団体による「おのだいぴあ

サポ」活動が効果的に展開される

ように支援する。

ターに情報共有を行うようチューター教

員に依頼した。

・障害学生修学支援に関する理解・啓発の

ための教職員研修として、学内研修会を

オンデマンド配信で開催し、31 人（教

員 22 人、職員 9 人）が参加した。

研修会では、修学支援の状況報告と広島

県発達障害者支援センター長大森寛和氏

を講師にお招きして発達障害に関して説

明いただいた。

・4月はじめの新入生サポートを中心に、

学生団体によるピアサポート活動が効果

的に展開されるように支援した。また、

情報発信、活動の認知度を上げるための

Twitter（令和 5 年７月 24 日から X）を

開設した。

今年度の活動

①4月 12 日、9 月 22 日 1 年生を対象

とした履修相談会を開催した。

②5月 31 日、6 月 14,28 日、7 月 12,26

日、11 月 15 日、12 月 13 日、1 月 17 日

ピアサポートルームを開設した。

（２）学生生活の支援

（中期目標）学生が心身ともに健康で充実した大学生活を送ることができるように、学習・生活環境、課外活動、就職活動、その他学生の自主的活動を支援し、

活性化を図る。
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① 学生の経済状態、心身の健

康状態、アルバイトや課外活

動など、学生生活全般の状況

を的確に把握し、指導する体

制を整備する。

イ その他

【学生委員会】

・これまでの≪学生生活実態調査≫

の結果をもとに、本学学生の生活

における課題について明らかに

し、改善のための具体的方策につ

いて検討を行う。

4 【学生委員会】

・学生生活実態調査により、学生の“食”に

課題があることが明らかとなっているた

め（「習慣的に三食摂取」している学生は

10%以下で「朝食を毎日摂取」している学

生は 45%程度）、令和 5 年度は“食”の重

要性について意識啓発を行うべく集中的

な取組みを行った。

具体的には日本学生支援機構からの助成

金を活用した朝食配布（400 セット）、広

島県より譲渡された食料品配布（500 セ

ット）といった大規模な食料支援事業を

行い、食習慣改善への意識付けを行った。

食料配布後のアンケートでは朝食摂取の

重要性を「感じた」「やや感じた」との回

答が 90%強となった。

4 学生生活実態調査により判明

した“食”の重要性につい

て、食糧支援事業を行い、意

識啓発を図ったことは評価で

きる。

② 教職員が連携し、学生の自

主性を尊重しつつ、成績や適

性に応じた進路支援体制を構

築する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・昨年に引き続き、就職活動の現状や

分析の情報発信を行う。希望を募

って、各演習等でガイダンスを実

施し、キャリアサポートセンター

と学科の情報共有を行い、双方が

協力して就職活動支援に取り組む

3 ≪経済情報学科≫

・特任教員と協力し、ゼミ等で、就職活動

の現状や分析の情報発信を行い学生への

行動を促した。また、各演習等でガイダ

ンスを実施し、キャリアサポートセンタ

ーと学科の情報共有を行い、双方が協力

して就職活動支援に取組みを行った。

3 キャリアサポートセンターと

学科の情報共有を行い、双方

が協力して就職活動支援の取

組みを行ったことは評価でき

る。
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姿勢を作り上げる。

≪日本文学科≫

・引き続きゼミ担当教員、キャリアサ

ポートセンターと協力して学生の

進路希望把握に努め、学科特性に

合わせた指導を継続、推進する。

3 ≪日本文学科≫

・学生の進路希望は主にゼミ担当教員が把

握し、キャリアサポートセンターと協力

して指導にあたった。

3

≪美術学科≫

・引き続き、Teams 等を活用して美術

系求人情報の周知を図るととも

に、学生の希望や適性等を考慮し、

個別に伝達する。

3 ≪美術学科≫

・Teams の「美術学科・美術研究科」チーム

において「job_2023 就職活動」チャネル

を活用して美術系求人情報や就職説明会

等の周知を図るとともに、学生の志望す

る進路・領域を面談等で把握し、また、

学生の適性等を考慮しつつ個別に伝達し

た。

3

イ その他

【キャリア開発委員会】

・就職ガイダンスの開催形態（対面・

オンライン）については、ガイダン

スの内容や、新型コロナウイルス

感染拡大状況、本学活動制限レベ

ル等に応じて弾力的に検討する。

また、過去のコンテンツをゼロベ

ースで見直し、開催時期・回数・形

態等についてキャリア担当教員と

連携しながら綿密に計画を立て

3 【キャリア開発委員会】

・本年度の就職ガイダンスは、一部を除い

てほぼ全て対面にて開催した。対面中心

で実施することで、ワーク形式等のもの

を取り入れながら、より実践的な内容で

実施することができた。しかしながら、ナ

ビサイトの利便性の向上や就職支援アプ

リケーションの普遍化等により、参加者

数が減少の一途を辿っており、今後はガ

イダンスの開催方法、回数、内容、形態等、

3 今後はワーク形式のものを取

り入れながら、より実践的な

内容で実施しつつ、ニーズに

合わせて内容を変更し有効的

なガイダンスになるよう努め

てもらいたい。



56

る。

引き続き各学科の教員との連携を

深めるために、教員向け就職ガイ

ダンスを、継続して開催する。

更なる見直しが必要である。

・教員向け就職ガイダンスについては、6月

に開催し、現在もアーカイブとして視聴

可能としている。

③ 学生生活に困難・問題が生

じた場合の対応について、危

機管理マニュアルやハラスメ

ント防止マニュアルを含めて

点検・見直しを行い、より効果

的なサポート体制を確立す

る。

イ その他

【ハラスメント防止委員会】

・より効果的な学生サポート体制を

確立するために、 年々増えている

SNS ならではのハラスメント事例

を議題に取り上げ、委員会で何が

可能かを話し合って行く。実現可

能なものは、実行してゆく等の進

路の提案を行う。

4 【ハラスメント防止委員会】

・学生委員会が作成する新入生向け配付資

料「学生生活における注意」の中で、SNS

に関する項目を設け、被害者・加害者に

ならないための注意喚起を行うこととし

た。

3 新入生向け配付資料で、SNS

に関する項目を設け、注意喚

起を行ったことは評価でき

る。

（３）キャリア形成の支援

（中期目標）就業力の育成とともに、将来にわたってキャリアを深め、社会で中心的な役割を担うことができるキャリア教育の充実を図る。

① 国内外のインターンシップ

や実践的な演習を取り込ん

だ、キャリア教育科目の体系

的な整備を図る。

【キャリア開発委員会】

・令和 4 年度に改正された「三省合

意」による新たなインターンシッ

プの定義に基づき、学生と企業の

双方が目標を明確にして取り組む

インターンシップ・プログラムを

提示し、お互いの目的を明確にし

たプログラムを実施する。次年度

3 【キャリア開発委員会】

・参加企業を前年度 38 社から 52 社に増や

し、延べ 55 人が就業体験を行った。

課題解決型プログラムから「三省合意」

の新たな取組みに移行し、タイプ 3 に当

てはまる条件の企業に参加依頼し、「パー

パスを経験するプログラム」を依頼して

いる。

3 「三省合意」の新たな取組み

に移行したインターンシッ

プ・プログラムへの参加企業

が前年度３８社から５２社に

増加し、延べ５５人が就業体

験を行ったことは評価でき

る。
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までの 2 年間で、参加企業数を 100

社以上に拡大する。

事前学修では、自己理解を促す自

己分析に重点を置き、事後学修で

は、経験学習モデルを継続して行

う。

また、学修効果を図る目的で実習

前後に社会人基礎力の成長を測定

する。

個々に面談を行い企業とのマッチングを

させた結果、アンケートによる満足度は、

9 割が適切だと回答し好評を得ている。

成果発表会では、企業 40 社計 60 人の参

加を得て実施することができた。

② 社会人基礎力を育成する課

外講座を実施する。企業等と

の連携によるセミナーを開催

し、学生への情報発信、職業

観・勤労観の育成を図る。

【キャリア開発委員会】

・業界セミナーについて、県内外の幅

広い業界の人事担当者や OB・OG を

招聘し、学生の職業観や勤労観の

育成を図る。

併せて、実際の就職活動において

身に付けておくべきスキルやノウ

ハウを養成するガイダンス及びワ

ークショップの開催を検討する。

3 【キャリア開発委員会】

・人事採用担当者や OB・OG を招いた業界セ

ミナーについては、市内外の企業を招い

たランチタイム業界研究会や県主催の業

界セミナーの形で合計で 9 回開催した。

実践系のワークショップや講座について

は、筆記試験、自己分析（ES 作成）、集団

面接討論対策を開催したが、就職ガイダ

ンス同様、参加者数は減少の一途をたど

っており、今後はこれらのイベントにつ

いての開催時期、形態、回数等は更なる

検討が必要である。

2 参加者数が減少している実践

系のワークショップや講座に

ついて、より効果的なワーク

ショップとなるよう開催時期

等の検討を行っていただきた

い。

③ 関係部署が連携して、卒業

生の進路・活動の実態を把握

して、キャリア形成に役立つ

情報の整備と共有化を行う。

【美術館】

・引き続き、インフォーカス展におい

て卒業生の発表の場を提供しキャ

リアアップに繋げる。また、人選の

3 【美術館】

・In Focus14 において、卒業生の進路調査

を行い、例年通り出品者のポートフォリ

オを収集し、キャリアアップに繋げると

3 特徴ある展示を実施できたこ

とは評価できる。
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際の進路調査や出品者のポートフ

ォリオを収集することで、情報集

積を行い、在学生に向けて卒業後

のキャリア形成の参考とする。

その他、卒業生の展覧会活動等を

Teams を活用し周知する。

共に、美術館職員が中心に企画すること

により、特徴ある展示を実施出来た。

【キャリア開発委員会】

・今後のロールモデルとなりうる卒

業生については、ガイダンス等で

協力してもらうことができるよ

う、予め内諾を得た上でデータベ

ースを作成する。

選定する際に、地元優良企業はも

とより、本学学生の専門性や志向

性を意識した業界・事業所で活躍

する卒業生であることに配慮しな

がら検討を行う。

実施の時期や内容、招聘企業等に

ついてはキャリア担当教員と連携

しながら検討を行う。

3 【キャリア開発委員会】

・卒業生の就職先等のデータについては年

度ごとにストックを継続して行ってお

り、データベース化の上、必要に応じて

活用している。

・本年度は、10 月に開催したランチタイム

業界研究会において地元優良企業に在職

する OG を招き、講演をしていただいた。

今後も地元企業に限らず、ロールモデル

となる卒業生と継続的に接触を図りなが

ら、学生のキャリア形成に資する適切な

情報提供を行っていく。

3 卒業生と継続的に接触を図り

ながら、学生のキャリア形成

に資する適切な情報提供を行

っていただきたい。

（４）経済的支援

（中期目標）奨学金制度や授業料減免等、学生への経済支援の充実を図る。

① 奨学金制度の学内への周知

や授業料減免制度の改善など

【学生委員会】

・引き続き奨学金制度の利用状況に

3 【学生委員会】

・引き続き日本学生支援機構の奨学金制度

3
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により、生活面での学生支援

体制の整備を行う。また、学生

への支援費がより利用しやす

くなるように、制度の改善及

び利用の促進を行う。

ついて把握を行い、問題点がない

か検討する。また継続するコロナ

禍や、それに伴う社会状況の変化

を鑑み、学生への支援費の弾力的

使用等、より効果的な学生支援策

について検討する。

を活用し、定期採用を軸としつつ、個別の

要望に応じた支援が受けられるよう対応

した。また民間団体の奨学金についても

随時案内を行い、キーエンス財団の応援

給付金で採用者を輩出する等、学生が必

要とする支援に結び付けた。

・コロナ禍前の運用に戻った学生指導費と

チューター会合費については、その旨を

各教員に周知して執行を促し、学生支援

に役立てた。

・令和 6 年能登半島地震の被災学生に対し

て、JASSO 災害支援金を案内し、申請を促

した。

【事務局総務】

・引き続き、修学支援制度の周知を図

り、経済的支援を必要とする学生

の利用促進に向け、取り組む。

3 【事務局総務】

・修学支援措置である授業料及び入学料減

免制度について、書面及びポータルサイ

ト等により周知し制度の利用を促進し

た。授業料減免については、申請数は、前

年度と比して 6%程度増加し、採用数は前

年度と比して 3%程度増加した。令和 5年

度前期については、申請者 197 人、うち

採用者 178 人であった。

また、入学料減免については、申請者 60

人、うち採用者 49 人であった。

3 書面及びポータルサイト等に

より修学支援措置を周知し、

制度の利用を促進したことは

評価できる。

第５ 地域貢献及び国際交流に関する目標を達成するためにとるべき措置
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１ 地域貢献に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）地域社会との連携・協働

（中期目標）地域社会、企業、諸団体、学外教育研究機関等との連携・協働を推進し、大学が持つ多様な知的資源を地域に還元することで、経済、文化、教育等

の発展に貢献する。

① 地域との交流・連携により、

地域を学びの場とする教育、

地域課題に取り組む科目の充

実を図るとともに、その研究

成果を地域に還元する。

【地域総合センター】

・5月から新型コロナウイルス感染症

が第 5 類になることに伴い、対面

での市民との交流・学修機会の提

供を目指す。

授業等で行われている学生の地域

活動についても、情報を集約し、開

催状況を一覧表にし、公表するこ

とで、成果を地域に還元する。

対面での開催が難しい場合は動画

配信にも対応できるよう準備し、

より効果的な開催を目指す。

4 【地域総合センター】

・「尾道学入門」公開授業・教養講座・尾道

文学談話会は対面で全て開催した。「尾道

学入門」公開授業は、全 7 回開催し、一

般参加者は合計 76 人であった。教養講座

は、全 3回開催し、合計 81 人の参加者が

あった。尾道文学談話会は、予約制で全 5

回開催し、合計 103 人の参加者があった。

経済情報学科では、経済情報学科小川教

授が主催した小川ゼミスペシャル「哲代

おばあちゃんトークショー「上等、上等で

ございます」」では、合計 680 人の参加者

（会場の収容人数超過のため 80 人程は

外部モニターによる視聴、帰宅等あり：し

まなみ交流館大ホール）があった。また、

経済情報学科小川長教授退職記念最終講

義を実施し、合計 127 人の参加者があっ

た（尾道市役所多目的ホール）。経済情報

学科公開講演会（11 月、401 教室）では、

広島大学副学長渡辺健次氏を招聘し、合

計 62 人の参加があった。美術学科では、

4 「尾道学入門」や教養講座な

ど全て対面で開催し、市民と

の交流・学修機会の提供とし

て多くの参加者が得られたこ

とは評価できる。今後も定期

的に実施していただきたい。
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21 回目となる美術学科地域プレゼンテー

ション課題発表会（2月）を実施し 100 人

の参加者があった。更に、学科共通の公開

研究会として「尾道の町の顔」研究会を実

施し（尾道商業会議所記念館）、同時にそ

れに関する展示会（まちなか文化交流館）

が開催され、34 人の参加者があった。

・情報処理研究センター主催のコンピュー

タ公開講座（1回）、情報科学研究会（1 回）

も例年通り行った。

【図書館】

・引き続き、学内発行物のリポジトリ

登録をして、広く公開していく。ま

た、前年度までは広島県大学共同

リポジトリ(HARP)に参加し、コン

テンツの登録を行っていたが、令

和 5 年度より国立情報学研究所

(NII)の運営する「JAIRO Cloud（ジ

ャイロ・クラウド）」に登録を移行

し、情報発信する予定である。

3 【図書館】

・広島県大学共同リポジトリ(HARP)から国

立情報学研究所(NII)の運営する「JAIRO 

Cloud（ジャイロ・クラウド）」に計画通

りすべてのコンテンツの移行を完了し

た。また今年度の登録数は 146 件(総登録

数は 3,387 件）となっており、予定通り

公開を進めている。

3

【教養教育センター運営委員会】

・引き続き、地域と関わりの深い教養

教育科目について履修傾向や推移

を確認し、状況に応じて改善を図

る。

3 【教養教育センター運営委員会】

・「尾道学入門」は履修者が 300 人前後で、

近年増加傾向にある。学生の理解をより

深めるため、令和 4 年度、令和 5 年度は、

これまで分野ごとに統一性に欠けていた

3 学生の理解をより深めるた

め、講義内容を、テーマごと

にまとめた形で講義を再構成

したことは評価できる。
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講義内容を、経済、空き家再生、美術、

文学等、テーマごとにまとめた形で講義

を再構成した。また、令和 5 年度は、コ

ロナ禍にて実施が途絶えていた市民参加

を再開した。その結果、外部講師の講義

回では多くの方の参加があった。「地域の

伝統文化（囲碁）」は過去 4 年間の平均受

講者は約 60 人である。「文化財学」は定

員 60 人の抽選科目で例年約 40 人の受講

者である。

（２）地域への学習機会の提供

（中期目標）地域との活発な交流を推進し、公開講座、公開授業、社会人の受入れ等を充実させることにより、地域に多様な学習機会を提供する。

① 地域との交流の場を増加さ

せるとともに、公開講座・公開

授業等生涯学習の場を毎年50

件以上創出する。

【地域総合センター】

・5月から新型コロナウイルス感染症

が第 5 類になることに伴い、対面

での講座開催を念頭に開催計画を

立てる。状況に応じて予約制・人数

制限を設け、参加者が安心して参

加できる環境づくりに努める。

より幅広い分野の講座に興味のあ

る方が参加できるよう、開催方法

の検討や広報活動に努める。

3 【地域総合センター】

・尾道文学談話会は事前予約制としたが、

新型コロナウイルス感染症が第 5 類に移

行したことや講義室を二部屋確保し広く

使用できたことにより、30 人まで受入可

とした。（全 5回）

・教養講座は予約不要での開催とした。（全

3回）開催。

・尾道学入門の外部講師担当回を公開授業

とした。（7回）

・情報処理研究センター主催コンピュータ

公開講座（1回）、情報科学研究会（1 回）

も対面での開催とした。

3 新型コロナウイルス感染症の

第５類への移行に伴い、予約

制や人数制限により安心して

参加できる環境づくりに努

め、多数の講座を対面開催し

たことは評価できる。
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・経済情報学科では、公開講演会（1回）、

小川ゼミ主催の石井哲代さんとのトーク

ショー（1 回）、小川長教授退職記念最終

講義（1回）を行った。

・漫画家かわぐちかいじ氏、アニメーター

亀田祥倫氏を招いた尾道瑠璃ライオンズ

クラブ創立記念の寄付講座を行った（1

回）。

・また、エフエムおのみち（ラジオ）に毎月

1回本学教員が出演し、それぞれの研究成

果の概要を地域に還元する取組みを継続

して実施することができた。

・日本文学科経済情報学科教員の共同研究

会「顔研究会公開研究会・展示」（1 回）。

・美術学科の地域プレゼンテーション展示

会・発表会を開催した（1 回）。

・日本文学科主催にておのみち文学三昧（1

回）・おのみち文学三昧プレミアム（1 回）

を開催した。

・美術館でのギャラリートーク・ワークシ

ョップ・対談を合計 11 回開催した。

【情報処理研究センター】

・市民向けのコンピュータ公開講座

及び公開形式の情報科学研究会

を、それぞれ 1 回開催する。講師

3 【情報処理研究センター】

・市民向けのコンピュータ公開講座を 1 回

開催予定、公開形式の情報科学研究会を 1

回開催した。

3
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は、状況に応じて、本学教員または

外部講師とする。開催方法は、新型

コロナウイルス感染症拡大状況を

踏まえて、対面またはオンライン

とする。オンラインで開催する場

合は、講師の実施環境を勘案し時

期等を検討する。

【コンピュータ公開講座】        

3 月 16 日(土)13:00～17:00 開催

会場：本学 D棟 2 階 CG 実習室

テーマ：『AfterEffects でモーションタ

イポをつくってみよう』           

講師：黒田教裕氏            

参加者：21 人             

【情報科学研究会】           

12 ⽉7 ⽇(⽊) 13:10〜14:40 開催   

会場：本学Ｅ棟 4階 401 講義室    

テーマ：「ウェブ調査再考：ウェブ情報資

源の可能性と課題」         

講師：岡本真氏(アカデミック・リソース・

ガイド株式会社 代表取締役)     

参加者：21 人               

【情報セキュリティ講習会】           

情報モラル編と日常のセキュリティ編を

各 1 回開催。              

12 月 14 日(木)

13:10〜14:40（参加者：83 人）、

14:50〜16:20（参加者：40 人）開催             

会場：本学Ｅ棟 4階 401 講義室     

講師：南郷毅氏

【美術館】

・教員展、進級制作展（大学院）、In 

3 【美術館】

・教員展、進級制作展（大学院）、In Focus 

3
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Focus 14、野崎眞澄退任展、進級制

作展（3 年生）、卒業制作・修了制

作展、地域プレゼンテーション課

題展（3年生）においてギャラリー

トークを実施する。また、可能であ

れば、進級制作展（大学院）、カリ

キュラム展にてワークショップを

それぞれ実施する。

14、野崎眞澄退任展、進級制作展（3 年生）、

卒業制作・修了制作展、地域プレゼンテー

ション課題展（3 年生）においてギャラリ

ートークを実施した。In Focus14 では作

家 2 人が 1 企画持ち込みワークショップ

を実施した。カリキュラム展会期中、尾道

市美術館ネットワークのミッション・イ

ン・ミュージアム企画にてワークショッ

プを 2 回実施した。野崎眞澄退任展はト

ークを撮影・編集し、今後アーカイブとし

て公開予定である。

２ 国際交流に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）グローバル化の推進

（中期目標）大学のグローバル化を推進し、海外交流協定校等と学生及び教職員の国際交流を活発に行う。また、国際交流の体制を整備するとともに、海外か

ら優秀な留学生を積極的に受け入れる。

① 海外大学との提携を増や

し、提携校との交換留学を拡

大し、受入れ留学生数及び本

学からの留学学生数をそれぞ

れ 50 人以上を目指す。また、

本学学部・学科と提携校との

学術交流プログラムを開発す

るとともに、教員間の共同研

究を推進する。

ア 学部・学科

≪経済情報学科≫

・国立嘉義大学との合同カンファレ

ンスを開催し、本学科教員が実際に

嘉義を訪問することで共同研究等

に弾みをつける。英公立ヨーク大に

よるものを先行させるが、国立嘉義

大学も英語による留学プログラム

を開講可能であるから、適宜コンタ

3 ≪経済情報学科≫

・原則として嘉義と尾道とで交互に開催す

ることになっている国立嘉義大学との合

同カンファレンスは、8月に嘉義で滞りな

く開催された。ただし、国立嘉義大学応用

経済学科から本学部に編入学するダブル

ディグリー学生は次年度については 0 人

という残念な結果となった。その代わり、

3 国立嘉義大学にダブルディグ

リー学生として編入学し、教

員のみならず学生による嘉義

尾道双方向の往来が成立した

ことは評価できる。
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クトをとり、プログラムの新規開発

に取り組む。なお、国立嘉義大学応

用経済学科とのダブルディグリー

協定は引き続き有効活用し、本学科

への編入生受入れを進める。大連外

国語大学その他の協定校からも、引

き続き編入生を受け入れていく。大

連外国語大学からの編入生につい

ては、合否判定前に可能であればオ

ンラインでのヒアリングを実施す

る予定である。

本学部所属学生 1 人が 9 月より同応用経

済学科にダブルディグリー学生として編

入学した。これにより、教員のみならず学

生による嘉義尾道双方向の往来が成立し

たことは喜ぶべき点である。FTU に長期留

学した本学部学生 1 人は令和 6 年 1 月に

無事帰国した。また大連外国語大学から

は引き続き 4 人の学生が次年度に編入学

するが、事前調整の結果、経済経営情報の

三コースに分属することになり、特定コ

ースへの偏向を防ぐことができた。英ヨ

ーク大短期留学プログラムへの派遣は実

現せず、また実現に向けて妨げとなる客

観的事情（特に英国大学の二学期制移行）

も生じたため、これを代替する新規プロ

グラム開講を他の協定校に要請する等の

措置を今後、検討する必要がある。

≪日本文学科≫

・留学生の受け入れがスムーズに行

えるよう、提携校の担当者と事前

の打ち合わせ調整ができるような

体制を国際交流センターと協力し

て作る。

2 ≪日本文学科≫

・科目等履修生の受け入れについての提携

校担当者との事前連絡・打ち合わせ調整

は今年度も実現しなかった。国際交流セ

ンターとの協力体制をつくることについ

ても今後の課題を残した。

2 実現しなかった原因を把握

し、問題解決に向けて国際交

流センターとの協力体制づく

りに努めていただきたい。

≪美術学科≫

・引き続き、留学生と教員による定期

3 ≪美術学科≫

・私費外国人留学生（1、3 年生）と教員に

3
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的な面談・ミーティングを実施し、

個々の留学生の状況や要望を把握

した上で、実技系科目及び講義系

科目における具体的な支援方策を

検討し、実施する。

よる定期的な面談・ミーティングを通し

て、当該学生の状況や要望を把握した上

で、実技系科目及び講義系科目において、

全体説明に加えてチューター教員・授業

担当教員が個別に説明を加える等して対

応した。

イ 国際交流

【国際交流センター】

・夏季受け入れプログラムの実施を

検討するとともに、短期語学研修や

協定校交換留学について、参加者の

レポートや報告書等から結果を検

証し、効果を学生に紹介することに

よって留学への興味を喚起する。

学生たちがいつでも留学関係の情

報を得られるように、掲示板やポ

ータルサイトで広報を行ったり、

職員がセンターに在中し相談を受

けたりできる時間を設ける。

また、経済情報学部と国立嘉義大

学との合同カンファレンスの実施

に向けて準備を進める。

3 【国際交流センター】

・7 月に開催を予定していた夏季受け入れ

プログラムについては、協定校からの希

望者数が僅少のため開催を断念した。

また、協定校への短期留学及び長期留学

については、留学者の報告会を開催する

ことで本学学生の興味関心を喚起すると

同時に、問題点等の把握を含めた留学効

果の検証機会を設けている。

留学関係の情報は国際交流センター事務

担当が一括して管理し、随時、必要な情

報を学生に開示している。

更に、長期留学者が協定校で修得した単

位の本学単位への読換えを実施して来な

かった慣例を改めるべく、教務委員会に

諮ったうえで今年度分より読換えを開始

する段取りを整えた。

経済情報学部と国立嘉義大学との合同カ

3 引き続き留学参加者のレポー

トや報告書等から結果を検証

し、効果を学生に紹介するこ

とによって留学への興味関心

を喚起していただきたい。
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ンファレンスはコロナ禍を挟み 4 年ぶり

の開催となったが、8 月に無事、嘉義で

の全日程を終えた（経済情報学部教員 5

人が参加）。

② 学内の留学生のための日本

語教育、生活サポート、そのた

めの国際交流センターの諸機

能を充実し強化する。

イ 国際交流

【国際交流センター】

・留学生が日本人学生との交流の中

で、日本語能力を向上させ、留学生

活がより充実したものとなるよう

に、留学生・学生チューター双方を

支援する。

また、地域の日本語教室への橋渡し

等についても引き続き行っていく。

4 【国際交流センター】

・4月に留学生歓迎会、10 月に One Day Trip

を実施し、それぞれ留学生・日本人学生・

教職員計 30 人前後の参加を得た。

また 10 月に国際交流センター講演会を

開催し、「やさしい日本語」の普及に努め

る講師を招聘することで留学生と日本人

学生の交流を後押しした（教職員含め 50

人程度参加）。

更に、概ね 10 人に上るサポート対象留学

生（私費留学生入試による入学者を除く）

に対する学生チューター数は 11 人で、1

対 1 対応が可能なことから、留学生サポ

ーター制度は順調に機能している。

なお、地域の日本語教室とは、12 月に開

催した留学生発表会に代表を招く等交流

が続いている。

3 留学生サポーター制度が順調

に機能していることは評価で

きる。

引き続き、留学生と日本人学

生が交流を深め、留学生活が

より充実したものとなるよう

に、双方の支援を継続してい

ただきたい。

第６ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）教育研究組織の充実

（中期目標）大学の理念・目標を実現するため、尾道市立大学の強みや特長を生かした柔軟かつ最適な教育研究組織となるよう取り組む。
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① 大学の理念・目標にふさわ

しい教育実施体制を強化する

ため、科目配当・教員配置の見

直し、継続的な教育・学修支援

体制の構築など、全学的な教

学マネジメントを確立する。

【教務委員会】

・教学 IR データ収集実施タイミング

についての検討を行うとともに、

企画広報等で行っている卒業生向

けのアンケートの結果を教務と連

携できるか検討する。

年度ごとにメディア授業申請の受

付けと申請内容の精査を行う。

3 【教務委員会】

・今年度は卒業式終了後、回答率の向上を

期待して各学科ごとの催しの最中にアン

ケートのアナウンスを行い、入力しても

らうこととした。

新たにメディア授業の申請があり、承認

した。

3

【自己点検・評価委員会】

・令和 4 年度の認証評価に関する自

己点検・評価委員会、認証評価ワー

キンググループ等の対応業務を振

り返り、認証評価の全学的な対応、

事務分担等、本学として採るべき

あり方を検討する。

3 【自己点検・評価委員会】

・認証評価の結果、今後の進展が望まれる

点としての指摘を受けて、内部質保証を

担う組織体制の強化のために質保証委員

会が設置された。質保証委員会と自己点

検・評価委員会との関係や今後の自己点

検・評価のあり方について検討した。

4 令和４年度受審の認証評価の

指摘を受けて、組織体制の強

化のために質保証委員会を設

置したことは評価できる。

（２）業績評価制度の確立

（中期目標）教職員の意欲向上及び大学運営の質的向上を図るため、業績評価制度を確立するとともに、その評価が適正に反映される処遇制度を確立する。

① 教育、研究、大学運営、地

域貢献等の各領域における

業績評価の方法と評価基準

を確立するとともに、その評

価を適正に運用するための

制度を策定する。

【自己点検・評価委員会】

・researchmapの教育研究活動報告書

に反映の方式（それぞれの URL の

添付で代替等）を案出する。

案出した反映方式を適用した場合

に発生する課題を抽出し、対応方

法を検討する。

3 【自己点検・評価委員会】

・教育研究活動報告書の記入に際し、

researchmap の内容が最新のものに更新

されており、教育研究活動報告書の記載

事項を網羅している場合に、該当箇所に

ついて URL 添付による代替も可能とし

た。これにより、教育研究活動報告書の記

入が簡素化され、教員の負担軽減につな

4 researchmap の教育研究活動

報告書への反映により、教員

の負担軽減に繋げたことは評

価できる。
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がると思われる。

【事務局総務】

・継続的に業績評価を適正に運用す

るよう、検証し改善に取り組む。

3 【事務局総務】

・業績評価を実施し、研究費の配当及び表

彰等において活用し、表彰を受けた教員

を本学 Web サイトに公開した。

3

（３）事務処理の改善・効率化

（中期目標）定期的な業務改善や事務組織の見直し等に取り組むことにより、業務内容の変化に柔軟に対応するとともに、事務処理の効率化を図る。

① 重点取り組み項目につい

て、部局を越えた業務実施体

制を構築する。また、事務組

織、事務処理方法等を不断に

見直し、業務の適正化と効率

化を推進する。

【事務局総務】

・新型コロナウイルス感染症対策等

めまぐるしく変化する社会状況に

対応するため、各部局が連携し、業

務の適正化と効率化に取り組む。

3 【事務局総務】

・コロナ禍において、対応していた対策等

を活用し、対面授業の実施等社会状況に

対応する業務実施に取り組んだ。

3 コロナ禍における対策等を活

用し、社会状況に対応する業

務実施に取り組んだことは評

価できる。

第７ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）資源の適正配分

（中期目標）予算執行の弾力化・効率化、管理的業務の簡素化・合理化等により、管理運営経費の節減を図るとともに、戦略的に経営資源を配分する。

① 大学運営経費の妥当性を検

証し、経費節減を図るととも

に、第２期中期財政計画に基

づき、予算の重点化と戦略的

活用を図る。

【事務局総務】

・新図書館建設に向け、関連経費につ

いて、予算の重点化を図る。

3 【事務局総務】

・新図書館建設に向け、設計業務委託等の関

連経費に予算の重点化を図った。

3 新図書館建設に向け、関連経

費の予算の重点化を図ったこ

とは評価できる。

② 大学の戦略に即した経営資

源（人的資源・物的資源・資金）

【事務局総務】

（上記一括）

3 【事務局総務】

（上記一括）

3
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の適正配分を行う。

（２）外部資金等の獲得

（中期目標）科学研究費補助金をはじめとする競争的資金や産学官連携による共同・受託研究等の外部資金の獲得等により、自己収入の確保に取り組む。

① 外部資金の獲得に向け、科

学研究費補助金等の学外の競

争的資金への申請数を増加さ

せるとともに、情報収集や経

験交流など組織的な支援を行

うことで、採択率の向上に取

り組む。

【教育研究推進委員会】

・引き続き、外部資金の獲得に向けた

情報収集や発信を実施する。また、

外部資金の獲得や、採択率向上に関

する取組みについては、令和 4 年度

より実施している各教員が採択さ

れた申請書を閲覧できるオープン

な環境作りを継続する。

3 【教育研究推進委員会】

・前年度に引き続き Teams にて、外部資金

の獲得に関する情報提供を行った。

外部資金の獲得、採択率の向上に向けた

取組みとしては、令和 4年度より実施し

ている、各教員が採択された申請書を閲

覧できるオープンな環境作りを実施し

た。

3 Teamsによる情報提供や、採択

された申請書を閲覧できる環

境づくり等により、外部資金

の獲得、採択率の向上に取り

組んだことは評価できる。

② 地域からのニーズに応え、

受託研究件数の10％以上の増

加に向け、取り組む。

【地域総合センター】

・地域や企業からのリクエストが次

第に増加傾向にある。例年依頼の

ある受託研究の流れを明確にし、

業務に滞りのない体制を整える。

3 【地域総合センター】

・本学地域総合センターの Web ページをみ

て、新規企業より依頼されたケースがあ

った。また、以前から継続して依頼されて

いる受託研究もある。令和 5 年度の受託

件数は、8 件であり、前年度よりもわずか

であるが、減少している。

2 受託件数減少について、原因

の把握に努め、改善策を講じ

ていただきたい。

第８ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）自己点検・評価の充実

（中期目標）客観的な達成水準や指標に基づいた自己点検・評価及び外部評価を定期的に実施し、その結果を基に教育研究活動及び業務運営の改善に取り組む。

① 客観的な達成水準や指標に

基づいた自己点検・評価を実

施し、評価結果を教育研究活

【自己点検・評価委員会】

・第 2 期中期計画の実績を取りまと

め、第 3 期中期計画について策定

3 【自己点検・評価委員会】

・第 2 期中期計画の実績については各学科

委員会からの報告を受け、内容確認後実

3
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動及び業務運営の改善に結び

つける。

の準備を進める。 績報告書に取りまとめることとしてい

る。第 3 期中期計画については、中期目

標中期計画策定ワーキングを中心に作業

を進め策定した。

（２）情報公開及び広報活動の推進

（中期目標）適切に情報公開を行うことで大学運営の透明性を確保するとともに、戦略的に広報活動を行うことで、大学のブランド力の向上を図る。

① 尾道市立大学のブランド力

の向上を図るために、ウェブ

サイトなど各種メディアを利

用した学内情報の迅速な公開

を行う。また、効果的な広報活

動のため、新たなメディアの

活用を積極的に推進する。

【広報委員会】

・既存の情報発信手段をより効果的

に用いるため、メディアごとの特

性を見極め、「タイムリーで分かり

やすい情報提供」を目指す。特に

Instagram については多彩な情報

を収集し、更新頻度を高める。ま

た、QR コードを積極的に活用し、

既存の紙媒体と本学 Web サイト内

の動画コンテンツ等をリンクさせ

ることで発信の相乗効果を上げ

る。一方、地元メディアと連携した

企画の継続や、電車の吊り広告等

を用いた広報活動も展開する。

3 【広報委員会】

・本学 Web サイトや Instagram 等の SNS に

おいて本学におけるイベント等の情報の

公開を迅速に行った。またそれらに手軽

にアクセスしてもらえるように、尾大通

信や大学案内等の紙媒体に、本学 Web サ

イトにアクセスできる QR コードを掲載

した。地元メディアと連携した企画や電

車の吊り広告等での広報活動は予算の関

係上行うことができなかった。

3 Web サイトや Instagram 等を

活用したイベント情報の公開

や、大学案内等の紙媒体に

Web サイトにアクセスできる

QR コードを掲載したことは

評価できる。

引き続きイベント等の情報の

公開を迅速に行っていただき

たい。

② 学生が主体となった教育研

究活動、ゼミ活動、サークル活

動、卒業生の活躍等の情報発

信を積極的に推進する。

【広報委員会】

・引き続き学内の各部局との連携を

図りながら継続的に情報収集を行

い、本学 Web サイトや SNS を中心

に「学生の活き活きとした姿がよ

3 【広報委員会】

・研究室紹介を交えた大学生自身の声での

動画作成、現役大学院生及び修了生の声

の本学 Web サイトへの公開、卒業後のキ

ャリアとしての就職先や卒業生の活躍に

3
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く見える」タイムリーな情報発信

に努める。オープンキャンパスや

キャンパスツアーでは学生による

プレゼンテーションを通じて学生

生活や学科紹介も行い、高校生に

キャンパスライフの実態をより効

果的に知ってもらうこととする。

ついての情報提供等、例年に引き続き積

極的に取り組んだ。

【学生委員会】

・引き続き、学友会、翠郷祭実行委員

会と適切に連携をとりつつ、学友

会行事、部・同好会活動、及び交通

安全啓発活動、献血推進活動等の

社会貢献活動への学生の参加を促

していく。併せて、これらの活動に

関する広報を行っていく。

3 【学生委員会】

・クラブ・サークル活動について、令和 5年

度はコロナ禍での活動制限も撤廃し、活

発に活動することができた。

学友会と連携をとりながら、「新入生ク

ラブ・サークル紹介（4/21～28）」、「スポ

ーツ大会（5/26）」、「大学祭」（11/5）等

の学友会行事について実施することが

できた。

加えて学友会、尾道警察署、久山田町内

会とともに、交通安全啓発活動（5/15・

10/16）、献血推進活動（7/14・12/12）等

の社会貢献活動についても実施するこ

とができた。

※7/14 の献血推進活動では目標とする

80 人を達成した。

ホームページにおけるクラブ・サークル

紹介ページの様式を統一して、全面的な

3
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更新を行い、その活動を適切に広報し

た。

第９ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

（１）施設・設備の整備と活用

（中期目標）教育研究環境をより充実させるため、施設・設備の適正な維持管理を行うとともに、計画的な整備・改修を進め、施設・設備の有効活用を図る。

① 将来にわたってキャンパス

の機能性を維持、向上させる

ため、キャンパス整備計画を

策定し、計画的に整備・改修を

行う。

【事務局総務】

・空調更新等環境整備に取り組む。

3 【事務局総務】

・新図書館建設に向け、設計書を作成する

とともに、10 月からは、更新した ICT 関

連機器類等の運用を行う等、教育研究環

境整備に努めた。

3 キャンパス整備計画に沿った

教育研究環境整備に努めてい

る。

（２）リスクマネジメントの強化及び法令遵守の推進

（中期目標）リスクマネジメント及び安全衛生について取り組むとともに、法令遵守を徹底する。

① 事故、災害等の未然防止の

ためのリスク管理と、発生し

た際に適切に対処する危機管

理体制を不断に見直し、教職

員・学生に対する教育、研修を

推進するとともに、関係機関

との連携強化を図る。

【衛生委員会】

・給与及び賞与支給日をノー残業デ

ーとし、過重労働の防止に務めると

ともに、ワーク・ライフ・バランス

の重要性についても啓発を図る。

引き続き、全教職員が 5 日以上の

年次有給休暇を取得するよう法制

度の周知に務め、計画的な取得を

促す。

3 【衛生委員会】

・給与及び賞与支給日には、当日がノー残

業デーであることをポータルサイトで周

知し、過重労働防止に努めるとともに、ワ

ーク・ライフ・バランスの重要性について

も啓発を図った。

・全教職員が 5 日以上の年次有給休暇を取

得するよう複数回にわたって周知を行

い、教職員全員 5 日以上の年次有給休暇

を取得した。

3 ポータルサイトにおいてノー

残業デーを周知し、過重労働

防止とワーク・ライフ・バラン

スの重要性の啓発を図ったこ

とは評価できる。

【事務局総務】

・引き続き、社会的リスクに対する危

3 【事務局総務】

・コロナ禍に培った取組みを活かし、感染

3
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機管理に関する情報提供及び研修

を関連機関と連携し、取り組む。

対策を行ったうえで、対面授業・研修に対

応した。

② 学内外の研修機会の増加、

ОＪＴ等により、全教職員が

参加するファカルティ・ディ

ベロップメント、スタッフ・デ

ィベロップメント活動を充実

させ、コンプライアンスの徹

底や教職員の能力向上に取り

組む。

【教育研究推進委員会】

・引き続き、コンプライアンス研修・

研究倫理教育研修の実施を通じて、

研究活動の不正防止や研究費の執

行による法令順守を徹底し、教職員

の能力向上に取り組む。

3 【教育研究推進委員会】

・コンプライアンス研修・研究倫理教育研

修を、オンデマンドで、以下のとおり開催し

た。

受講期間：令和 5 年 7 月 21 日～8 月 31

日

講師：三宮 紀彦先生

受講人数：43 人（理解度テストへの回答

をもって確認）

3

【事務局総務】

・オンライン研修等多様な研修方法

により、研修機会の充実に取り組

む。

3 【事務局総務】

・学外の対面、オンライン研修への参加を

促すと共に、学内においても、対面、オ

ンラインによる研修を実施し、教職員の

能力向上に取り組んだ。

3 多様な研修方法により、研修

機会の充実に取り組んだこと

は評価できる。

特記事項

〇 1年生を対象とした TOEIC Bridge テストについて、4 月は対面で行ったが、2 月は昨年に引き続きオンラインで実施した。データ収集は継続して行

っており、「総合英語Ⅰ」のクラス分けや TOEIC 受験への動機付けに役立てた。

新規授業科目の追加や既存科目の廃止等、カリキュラムの変更を受け、カリキュラムマップ、カリキュラムツリー、科目ナンバリングについて更新

を行った。

〇「リメディアル数学」の受講について、4月の新入生オリエンテーションで強く呼びかけた。前年度と同程度の 29 人の履修があり、そのうち、基礎数

学 1 の合格者は 22 人であった。「リメディアル数学」を受講することによって、高校数学における未履修分野を補うことができ、大学数学の基礎に取
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り組むことができるようになっていると考えられる。

〇 出欠管理について、授業出欠は学生の状況を把握するために重要なデータであるため、授業終了後できるだけ速やかにポータルサイトに登録をする

よう全教員に依頼し、登録に関するマニュアルを配付した。後期から学務システムが新しくなったことに伴い、学生自らのスマートフォンを利用して

出席登録を行う「スマホ出席」が導入された。従前よりも短時間で出席登録が行えるようになったが、うまくアプリが起動しない等システムの不具合

が多く発生したため、「スマホ出席トラブル対応マニュアル」を作成し配付した。また、「スマホ出席」導入後も従来のような出席登録だけを行い途中

で退出するといった不正は起こり得るため、二重の出席確認を行う等の不正防止策をとることをお願いした。出欠登録の徹底により、学生の登校状況

が可視化され、医務室との連携により問題を抱えた学生の早期発見に繋がった。

〇 日本文学科では、前期・後期の第 5週に、各チューター教員がチューター学生の出席状況をポータルサイトで確認し、必要に応じて面談や、医務室

との連携を行った。また、毎月、学科会議では、気になる学生の情報を共有した。「おのだいぴあサポ」の活動を通した学修ケア事業も継続して行っ

た。

〇 日本文学科では、令和 5 年度に過去 3 年間実施が難しかった新入生導入教育プログラムの「おのみち文化スタディ」の対面実施を再開した。この街

歩き企画を通じて、外国人留学生と日本人学生の間で交流の機会を創出し、異文化理解を深める取組みを行った。更に、演習形式の授業や卒論ゼミ内

で、留学生と日本人学生が自由に意見交換や討論を行える環境を整え、相互理解の促進に努めた。

〇 「文章表現入門」を「文章表現法」の学術的文章（リアクションペーパーやレポート）と、実用的文章（通信文や報告書）というジャンルに 2分化

したことによって、オンライン形態を含む文章表現の多様化に対しても適切な授業内容を提供することができた。

〇 「尾道学入門 」では、履修者は 293 人で、近年増加傾向にある。学生の理解をより深めるため、令和 4 年度、令和 5 年度は、経済、空き家再生、美

術、文学等、テーマごとにまとめた形で講義を再構成した。

また、令和 5 年度は、コロナ禍にて実施が途絶えていた市民参加を再開した。結果、外部講師の講義回には、多くの方の参加があった。

〇 本学 Web サイトの掲載情報について点検を行い、情報の更新や写真の追加を行った。今年度も継続的に、広報活動で使う資料等の充実を図った。オ

ープンキャンパス等も新型コロナウイルス感染症拡大以前のように完全対面で実施しつつ、Web での予約システム等の利便性の高いものを継続的に採

用することによって、より多くの人に参加してもらえるよう努めた。また Web システム導入により申込者の氏名や在籍高校等の情報を収集できるよう

になったため、開催後に参加した生徒の在籍高校へ高校訪問を行う等、効果的な広報活動を展開した。

〇 大学院のオリエンテーション時に、学部授業の履修方法の説明を行い、本学のリカレント教育について周知した。今年度は可能な限り大学院科目と

学部科目の関連が分かるよう、前置科目がシラバス等で分かる科目を中心に一覧にまとめた資料を大学院生に配付した。
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早期履修制度については、対面で説明会を実施し、2 人が参加した。具体的な進学準備や当該制度について質疑応答が行われ、学部授業と大学院授

業の関連や違いについて説明をした。

令和 5 年度入学生（修士 1 年生）からは副指導教員を定めるとともに、研究指導計画書の作成・提出を行うことで、より指導を手厚くするよう努め

ている。

〇 留学生への対応として、大学院生活に順応できない学生については、指導教員に加え、大学院経済情報研究科運営委員、国際交流センター、医務室

と連携を取るとともに、派遣元大学の学科長とも連絡を取り合い対応する等、留学生へのケア体制についても強化することができた。

〇 「教養教育センター」は設立したが、教職関連教員の独自雇用により、他大学と連携した基幹教員の配属は取りやめた。ただし、教養教育科目の 6

つの区分について、編成責任者を配置することに決定した。

〇 「数理・データサイエンス・AI 入門」の新設によって学生は、データの活用や人工知能の社会への応用事例を学修し、知識を高めることができた。

また、生成 AI の仕組みについても学び、最先端の技術への理解を深めることができた。

〇 「文化財学」では、担当教員の指示に基づく事前学習としてのリサーチ、尾道市内での構成文化財等の視察、持光寺所蔵の文化財の視察等のフィー

ルドワークを実施しており、アクティブ・ラーニング科目として成果をあげていると考えられる。

〇 課題解決型プログラムから「三省合意」の新たな取組みに移行し、タイプ 3に当てはまる条件の企業に参加を依頼した。産学連携による人材育成と

して有効な課題解決型のインターンシップ・プログラムを構築し、受入企業に対する積極的な提案を行った結果、52 社が参加して「パーパスを経験す

るプログラム」を実施した。

〇 本学経済情報学部と国立嘉義大学管理学院との合同カンファレンスは、8 月 22～26 日（ただし 22 と 26 は移動日）の日程で開催され、経済情報学部

教員 5人が出席した。24 日のカンファレンスでは、国立嘉義大学長及び本学副学長によるスピーチに始まり、本学教員 3 人、国立嘉義大学教員 6人の

計 9 人が研究発表を行った。本学教員の発表ペーパー1本と、国立嘉義大学教員の発表ペーパー2本、計 3 本を収録した『経済情報論集』を刊行した。

〇 おのみち文学三昧において、本学教員・学生による研究発表会及び外部講演者を招いての公開講演会を実施した。なお、研究発表会での発表者 4 人

のうち 3 人の論文が『尾道市立大学日本文学論叢』に載り、合計 7 本の研究論文・研究ノートが掲載された。また、日本文学科教員 2人と経済情報学

科教員 1 人による共同研究「尾道の「顔」―町としてのイメージ形成―」（学長裁量教育研究費）の展示会・公開研究会も開催した。

〇 日本文学科では、ポータルサイトを活用して、学生の出席状況と成績を定期的にモニタリングすることで、課題を抱える学生の早期発見と早期対応

を実現した。また、学科会議を通じて教員間で情報を共有し、問題を抱える学生へのフォロー体制を強化した。対応の必要な学生には、カウンセリン

グや学修支援サービスへの案内を含む、具体的な支援策を提供した。これらの取組みにより、学生たちは適切なサポートを受け、問題の解決に繋げる
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ことができた。

〇 学生生活実態調査により、学生の“食”に課題があることが明らかとなっているため（「習慣的に三食摂取」している学生は 10%以下で「朝食を毎日

摂取」している学生は 45%程度）、令和 5年度は“食”の重要性について意識啓発を行うべく集中的な取組みを行った。

具体的には日本学生支援機構からの助成金を活用した朝食配布（400 セット）、広島県より譲渡された食料品配布（500 セット）といった大規模な食

料支援事業を行い、食習慣改善への意識付けを行った。

食料配布後のアンケートでは朝食摂取の重要性を「感じた」「やや感じた」との回答が 90%強となった。

学生委員会が作成する新入生向け配付資料「学生生活における注意」の中で、SNS に関する項目を設け、被害者・加害者にならないための注意喚起

を行った。

〇 「尾道学入門」公開授業・教養講座・尾道文学談話会は対面で全て開催した。「尾道学入門」公開授業は、全 7回開催し、一般参加者は合計 76 人で

あった。教養講座は、全 3 回開催し、合計 81 人の参加者があった。「尾道文学談話会」は、予約制で全 5 回開催し、合計 103 人の参加者があった。経

済情報学科では、経済情報学科小川教授が主催した小川ゼミスペシャル「哲代おばあちゃんトークショー「上等、上等でございます」」では、合計 680

人の参加者（会場の収容人数超過のため 80 人程は外部モニターによる視聴、帰宅等あり：しまなみ交流館大ホール）があった。また、経済情報学科小

川長教授退職記念最終講義を実施し、合計 127 人の参加者があった（尾道市役所多目的ホール）。経済情報学科公開講演会（11 月、401 教室）では、広

島大学副学長渡辺健次氏を招聘し、合計 62 人の参加があった。美術学科では、21 回目となる美術学科地域プレゼンテーション課題発表会（2 月）を

実施し 100 人の参加者があった。更に、学科共通の公開研究会として「尾道の町の顔」研究会を実施し（尾道商業会議所記念館）、同時にそれに関する

展示会（まちなか文化交流館）が開催され、34人の参加者があった。情報処理研究センター主催のコンピュータ公開講座（1 回）、情報科学研究会（1

回）も例年通り行った。

〇 4月に留学生歓迎会、10 月に One Day Trip を実施し、それぞれ留学生・日本人学生・教職員計 30 人前後の参加を得た。また 10月に国際交流セン

ター講演会を開催し、「やさしい日本語」の普及に努める講師を招聘することで留学生と日本人学生の交流を後押しした（教職員含め 50 人程度参加）。

更に、概ね 10 人に上るサポート対象留学生（私費留学生入試による入学者を除く）に対する学生チューター数は 11 人で、1対 1 対応が可能なこと

から、留学生サポーター制度は順調に機能している。なお、地域の日本語教室とは、12 月に開催した留学生発表会に代表を招く等交流が続いている。

〇 内部質保証を担う組織体制の強化のために質保証委員会が設置された。

  教員に対する業績評価を実施し、研究費の配当及び表彰等において活用し、表彰を受けた教員を本学 Web サイトに公開した。          

〇 新図書館建設に向け、設計業務委託等の関連経費に予算の重点化を図った。
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〇 研究室紹介を交えた大学生自身の声での動画作成、現役大学院生及び修了生の声の本学 Web サイトへの公開、卒業後のキャリアとしての就職先や卒

業生の活躍についての情報提供等、積極的に取り組んだ。

本学 Web サイトや Instagram 等の SNS において本学におけるイベント等の情報の公開を迅速に行った。またそれらに手軽にアクセスしてもらえるよ

うに、「尾大通信」や「大学案内」等の紙媒体に、本学 Web サイトにアクセスできる QR コードを掲載した。

〇 給与及び賞与支給日には、当日がノー残業デーであることをポータルサイトで周知し、過重労働防止に努めるとともに、ワーク・ライフ・バランス

の重要性についても啓発を図った。

〇 年度始めの学年ガイダンスで科目ナンバリングのシステムについての説明と活用法は説明できたが、実効性のある活用という状況をつくるには課題

が残る。カリキュラムマップ及びカリキュラムツリーの説明も限られたガイダンスの場だけでは浸透・定着には遠いと判断された。

〇 英ヨーク大が開講するオーダーメイド型対面プログラムには、美術学科学生を含めて計 7 人の参加希望者が現れたが、最少催行人数の 10 人に達し

なかった。そこでヨーク大と交渉し、日本の他大学が派遣する学生たちとの合同受講実現の一歩手前まで漕ぎ着けたものの、最終的に先方の都合で破

談となった。英国大学が今年度より二学期制に移行した結果、日本の諸大学にとって都合のよい留学期間が極めて短期に限られ、需要集中の結果、宿

舎の確保が困難となったことが背景事情として挙げられる（同時に費用高騰も避けられなくなった）。よって今後は、ヨーク大がコロナ禍の最中に始

めたオンライン短期研修プログラムを開催し続けるかぎりにおいて、メディア授業としての特別演習Ⅴ・Ⅵの特性を活かした参加希望を募る、あるい

は、対面開催可能な別のプログラムを開講可能な他の協定校に重心を移す、等の、別の方策を検討する必要がある。

〇 学長裁量教育研究費での学科教員の共同研究は予定通り実施された。ノートルダム清心女子大学との学科会交流活動・共同研究に関しては状況が整

わず次年度以降の課題となった。

〇 業界研究会については就職活動の早期化に対応するためにオンラインのものを 2か月、対面のものを 1 か月前倒しして開催した。しかしながら学生

側の参加状況が芳しくなく、世情に合わせた開催形態の検討が必要と思われる。

〇 科目等履修生の受け入れについての提携校担当者との事前連絡・打ち合わせ調整は今年度も実現しなかった。国際交流センターとの協力体制をつく

ることについても今後の課題を残した。

※ 「第４ 教育研究等の質の向上」から「第９ その他業務運営」までにおける特記事項を記載する。
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第１０ 予算、収支計画及び資金計画

財務諸表及び決算報告書を参照

第１１ 短期借入金の限度額

中期計画 年度計画 実  績

（１）短期借入金の限度

１億円

（２）想定される理由

   運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り

入れることが想定される。

（１）短期借入金の限度

１億円

（２）想定される理由

   運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り

入れることが想定される。

該当なし

第１２ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中期計画 年度計画 実  績

なし なし 該当なし

第１３ 剰余金の使途
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中期計画 年度計画 実  績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の

質の向上及び組織運営の改善のための費用に充て

る。

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上及び組織運営の改善のための費用に充

てる。

該当なし

第１４  尾道市の規則で定める業務運営に関する事項

中期計画 年度計画 実  績

（１）積立金の処分に関する計画

   なし

（２）その他法人の業務運営に関し必要な事項

   なし

（１）積立金の処分に関する計画

   なし

（２）その他法人の業務運営に関し必要な事項

   なし

該当なし


